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■火災との闘い

本誌が刊行される２月は、台風や豪雨災害など

が発生する季節ではなく、雪害を除くと自然災害

の発生が非常少ない月です。また偶然からか、近

年では甚大な被害を伴う地震も発生していません。

一方、２月に発生した災害で多くの犠牲者を生む

こととなった特徴的なものは“火災”です。厳冬

期の気象条件も影響し、市街地大火や大規模な宿

泊施設などの火災によりこれまでに多くの被害が

発生してきました。

明和９年（1772年）２月29日には江戸三大大火

の一つと言われる江戸明和の大火が発生し、江戸

市中を焼き尽くした火災は３日間も続きこの火災

による死者は14,700人に達したと伝えられていま

す。また戦後間もない昭和24年（1949年）２月20

日には能代大火が発生し、市街地面積の42％が焼

失、市役所をはじめとする中央官庁街や商店街の

大部分が焼失しました。

大規模宿泊施設での火災では、昭和44年２月５

日に発生した盤光ホテル火災（死者31名）、昭和

57年２月８日に発生したホテルニュージャパン火

災（死者33名）、昭和61年２月11日に発生したホ

テル大東館別館火災（死者24名）などがあげられ

ます。

日本の防災まちづくりの足跡をふり返ると、火

災・大火との闘いの歴史が浮かび上がってきます。

江戸時代には３年に一度の大火に襲われ、再建し

ては焼け落ち、再び再建してはまた灰燼に帰すと

いう経験を繰り返してきました。明治維新以降、

東京のまちを火災に強い不燃都市に改造すること

は政府の大きな目標となり、明治10年には日本で

最初の西洋風の不燃建造物として、銀座煉瓦街が

完成しています。しかし残念ながらこの煉瓦街も、

関東大震災により壊滅的な被害を受けました。東

京をはじめ木造住宅が密集する日本の都市部では、

市街地大火からいのちと暮らしを守ることが、長

年にわたって主要な防災対策の柱として位置づけ

られてきました。

■火災への脅威が薄れつつある

江戸時代に頻発した大火、関東大震災、東京大

空襲で幾たびも多くの尊い人命を奪われてきた東

京にとって、延焼火災からいのちを守る避難対策

と、火災につよいまちづくりを進めていくことが

防災対策の最重要課題として位置付けられてきま

した。筆者が防災研究に携わるようになった頃、

東京都では延焼火災からいのちを守る事を目的と

した広域避難地・避難路が指定され、大火の輻射

熱の影響、火災旋風、都市の不燃化の効果などに

関する研究が積極的に進められていました。

しかし平成７年に発生した阪神・淡路大震災で

は、耐震性の低い住宅の倒壊とそれに伴う多数の

犠牲者が生じました。それまでほとんど指摘され

てこなかった住宅の耐震性を高めることや、生き

地震火災への備えを見直す

常葉大学大学院環境防災研究科

教授　重　川　希志依

● 巻 頭 随 想
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埋め者やけが人の救出・救助体制を確立すること

などが地震対策の重要な課題となりました。また

今年の３月で地震発生から10年目を迎える東日本

大震災では、津波災害の脅威を伝承し、命を守る

避難行動を徹底させることが重要な課題となりま

した。このような状況の中で、首都圏に住む人た

ちの意識から、地震火災に対する恐れが徐々に薄

れていってしまったように感じています。

■今でも最大の脅威である延焼火災

延期となった東京オリンピック2020の開催に向

けて、東京の街なみは急激に姿を変え不燃化され

た高層建築物が増え続けています。しかし現在の

東京は、地震火災に対する脅威がなくなったわけ

ではありません。　　

政府が実施した首都直下地震の被害想定では、

最悪の場合首都圏で61万棟の建物が全壊もしくは

焼失するという結果が出ています。このうち、火

災によるものが７割を占めています。さらに人的

な被害も、冬の夕刻に地震が起きた場合には火災

による死者が16,000人発生すると試算されており、

依然として地震火災がいのちと財産を奪う最大の

脅威であることがわかります※1。

一方で、首都直下地震が発生した場合、①出火

件数を減らすこと、②初期消火活動を成功させる

ことにより、被害を激減することが可能であるこ

とも述べられています※1。出火件数を減らす最も

有効な対策が通電火災の防止とされています。通

電火災を防止する対策をとることにより、火災に

よる焼失棟数は43万棟から21万棟へ、火災による

死者数は16,000人から9,000人に減ずることが可

能となります。

電気関係の出火の防止に加え、さらに、初期消

火成功率の向上が図られた場合、死者数は16,000

人から800人に、焼失棟数は43万棟から２万１千

棟になると予想されており、被害を激減させるこ

とが可能でであることがわかります（図　対策

を講ずることによる被害軽減）。どちらの対策も、

私たち自身で取り組むことができる対策であり、

その効果は常備消防力の強化よりはるかに大きい

と考えられます。

■私たちの力で火災被害を減らすことが

できる

関東大震災で灰燼と帰した東京のまちの中にポ

ツンと、焼け残った地区がありました。広く知ら

れている神田和泉町・佐久間町の事例です。住民

らが最後まで町を見捨てず、避難をしないで町に

とどまり消火活動をおこなったことが大きな要因

となっています。貯水池や神田川の水をくみ上げ、

バケツリレーで消火するなど、一昼夜以上も町に

とどまり、最後まであきらめずに消火活動を続け

た結果、９月２日の夕刻近く火災を消し止めるこ

とができました。いまでも神田和泉町、神田佐久

間町の地名は残されており、和泉公園には「防火

守護地」の石碑が建てられています。

阪神・淡路大震災時には、地震により起こった

火災の過半数を市民が初期消火し、延焼火災を発

生させなかった事例があります。兵庫県西宮市、

震災当時の人口は約43万人、地震による倒壊家屋

数、犠牲者数ともに、極めて大きな被害を受けた

都市です。西宮市では地震から３日間で41件の火

災が発生しましたが、８割にあたる32件の火災現

場で、地域住民らによる初期消火活動が実施さ

れています※2。地震発生当日の１月17日に限ると、

34件の火災の85％にあたる29件で、各家庭の消火

器持ち寄り、バケツリレー、屋内消火栓による消

火活動が行われました。その結果、41件の出火に

対し焼失棟数は90棟にとどまっており、市民らの

力で延焼拡大を防御していたことが分かります。

西宮市では、昭和55年の台風災害を契機に、地

域防災の「戦力」となる防災組織作りに取り組ん

でいました。災害時には若い人が中心となって活

動することが必要と考え、町会・自治会長以外に、

№143 2021（冬季）
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地域の人たちをまとめる能力を持った潜在的な

リーダーを見つけ、その人を核として防災組織づ

くりを進めるように助言していました。

特に力を注いでいたのは、実践な訓練を積極的

に体験できる場を設け、災害時に動ける市民づく

りに取り組むことでした。消火器を使った訓練だ

けでなく、マンション住民には、屋内消火栓の操

法訓練も行っています。屋内消火栓は断水時でも

建物の受水槽に水が溜まっている限り使用できる

こと、建物外で発生した火災の消火にも活用でき

ることを、住民に周知し、屋内消火栓の放水訓練

も経験してもらっていました。

火災と闘う西宮市民の目の前を、何十台という

消防車両が神戸を目指して走り去って行きます。

「消防車止まってくれ、水があるんやったら消し

てくれ。でもうちとこの火災なんて誰も見向きも

してくれなんだ」と、消防職員は当時を振り返り

ます。しかし西宮市では自助と共助の力により延

焼火災を一件も起こすことはありませんでした。

図　対策を講ずることによる被害軽減効果

出典：首都直下地震の被害想定と対策について、平成25年12月、中央防災会議

消防防災の科学
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今年３月で発生から10年目を迎える東日本大震

災は、津波災害による被害の激甚さが記憶に強く

残っていますが、同時に、地震火災による被害も

多発しました。日本火災学会地震火災専門委員

会の調査によると、東日本大震災時の地震火災

は373件発生しており、そのうち津波が原因と考

えられる火災は42.6％を占めています（2014.3現

在）。津波火災以外では大規模な延焼火災は発生

しておらず、瓦礫に阻まれ消防ポンプ車も近づけ

ない火災現場での消火活動は、困難を極めたこと

が想像されます。このような状況の中で、延焼火

災を防ぎ人々のいのちと財産を火災から守りぬい

たのも、自助と共助の力によるところが大です。

以下に、釜石市消防団幹部から伺ったお話を紹介

します。

消防署の方から「火を消してくれ」というよう

なお願いが無線で入ったわけなんです。消防署の

ポンプ車・救急車殆ど壊滅状態で、津波で流され

たわけ。火消すっていうのはうち（消防団）のポ

ンプ車一台しか動かせなかったんで。「とにかく

ホースは消防署員がその火点まで担いで持ってい

くからなんとか火を消してくれ」っていう指令・

命令・お願いがされたもんだから「じゃあ、まず

やるだけやりましょう」っていうことで。防火水

槽までポンプ車を持っていってそっからあるだけ

のホースを延長して。

三階建ての建物が燃えてるって。その建物の裏

が山なので、薬師公園っていうか皆が避難してる

方の山だったので「まずその火消さないと」って

いうことで殆ど一昼夜、朝方までかかってその日

を鎮火させたんです。だからうちの分団の一台だ

けのポンプでこの町の火を消したんです。たった

４・５名で火を消した。うちの火事が少なかった

のは、山の中のタンクから水を引っ張ったりして、

初期消火が早かったから。それが無ければ釜石も

大火、間違いなく。やっぱり二・三ヶ所で火の手

が上がっていくからね。それが全て初期消火で対

応出来た。助かった。あれ燃えたら終わりだもん

な。津波火災なんですね。

■優先順位を考え直す

現在、火災が発生すれば119番通報をし、装備

を整えた消防組織が即座に駆けつけ消火活動にあ

たることが当たり前となっています。しかし、地

震時にあちらこちらで同時に発生した火災を、公

的な消防力だけで消し止めることは不可能です。

出火件数を減らす取り組みと同時に、火災を延焼

拡大させないためには、火災が初期のうちに、私

たち住民の手で消火する以外に決定的な対策はあ

りません。延焼火災になってしまうと素人の手に

は負えませんが、小さな炎のうちなら私たちが力

を合わせて消し止めることは可能です。

新型コロナ禍の中で、避難所での感染防止対策

などの検討がすすめられてきましたが、避難所に

行ける人は災害からいのちを守ることが出来た人

だけです。さらに延焼火災により地域が灰燼に帰

さない限り、在宅避難生活も可能となります。も

う一度原点にもどって、わが家の防災対策、地域

の防災対策の優先順位を考える事が必要ではない

でしょうか。

参考資料：

※1 首都直下地震の被害想定と対策について、平成

25年12月、中央防災会議首都直下地震対策検討

ワーキンググループ）

※2 阪神・淡路大震災西宮市消防の活動記録、平成

８年３月、西宮市消防局、西宮市消防団

№143 2021（冬季）
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近年、日本では豪雨や猛暑などによる気象災害

が後を絶ちません。図１は、平成20年以降に気象

庁が命名した気象災害を列挙したものですが、ほ

ぼ毎年のように日本のどこかで気象災害が発生し

ていることが分かります。記憶に新しいのは令和

２年７月に九州を中心に甚大な被害をもたらした

「令和２年７月豪雨」でしょう。特に球磨川流域

では、線状降水帯の形成により河川氾濫が発生し、

80名以上の方が犠牲になりました。日本で発生す

る豪雨の直接の要因は、梅雨前線や台風、線状降

水帯など様々ですが、近年、これらに対する地球

温暖化の寄与が指摘され始めています。本章では、

令和２年７月の豪雨災害の背景にあった気象場の

特徴を概説するとともに、近年話題に上ることが

多い、極端気象現象に対する地球温暖化の寄与を

推定する最新の研究について御紹介します。

１．令和２年７月豪雨の気象場の特徴

令和２年７月３日から７月31日にかけて、華中

から日本付近に停滞した梅雨前線の影響で、暖か

く湿った空気が継続して流れ込み、日本の全国各

地で大雨となり、多くの地点で７月の総降水量の

最多を更新しました。九州や岐阜県周辺では、７

月上旬だけで平年の７月ひと月分の雨量の３倍近

くを観測した場所もあり、気象庁が７県（熊本・

特　集 令和２年７月豪雨

□令和２年梅雨前線豪雨の特徴と

近年の異常気象について

気象庁気象研究所　気候・環境研究部　主任研究官

　今　田　由紀子

図１　平成20年以降に気象庁が命名した豪雨事例の年表と概要。

平成20年8月末豪雨
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鹿児島・福岡・佐賀・長崎・岐阜・長野）に大雨

特別警報を発表して最大級の警戒を呼び掛ける事

態となりました。その後も前線は本州付近に停滞

し続け、７月半ばには中国地方を中心に、７月末

には東北地方を中心に大雨となりました。この大

雨により、球磨川や筑後川、飛騨川、最上川と

いった大河川で氾濫が相次ぎ、土砂災害や浸水な

どにより人的被害を伴う甚大な災害が発生しまし

た。また、不安定な大気の状態が続いたため、埼

玉県で竜巻が発生したり、各地で突風被害が発生

したりと、全国的に広がる大規模な豪雨災害に発

展しました（図２：各地の雨量と水災害リスクの

概要）。

図３は、令和２年７月豪雨が発生した際の大気

の流れの特徴を説明したものです（気象庁の令和

２年７月31日の報道発表資料から抜粋、一部改

変）。日本の上空には偏西風と呼ばれる西風が存

在し、一時的に蛇行することで日本に様々な異常

気象をもたらすことがあります。令和２年７月に

は、偏西風が長時間ほぼ同じ位置で蛇行を続けた

ことにより、梅雨前線が本州付近に停滞する結果

となりました。この梅雨前線は黄海付近まで伸び

ており、梅雨前線に沿って西から流れ込んだ水蒸

気と、日本の南で南西に張り出し続けた太平洋高

気圧の縁辺を回る南からの水蒸気が、九州を中心

とする西日本・東日本に大量に集まりやすい状態

になっていました。同時に、朝鮮半島上空の気圧

の谷の影響で上昇流が強まり、梅雨前線が活発化

されました。太平洋高気圧の南西方向への張り出

しは、インド洋からインドネシア付近の海面水温

が高く、積雲の発達が活発であったことと関連し

ていると考えられます。

流れ込んだ大量の水蒸気に伴い、九州では多数

の線状降水帯の発生が確認され、洪水等の水災害

の引き金となりました。これ以前の豪雨災害とし

て記憶に新しいのは、平成30年の梅雨期に200人

図２　上段：令和２年７月４日５時、熊本県・鹿児島県に大雨特別警報が発表された直後の解析雨量及び土砂災害・

洪水の危険度分布。下段：令和２年７月８日７時、岐阜県・長野県に大雨特別警報が発表された直後の解析雨量

及び土砂災害・洪水の危険度分布（令和２年８月11日の気象庁報道発表資料から抜粋）。
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を超える死者を出した未曽有の気象災害である平

成30年７月豪雨ですが、令和２年７月豪雨と比較

してみると、いずれの場合も広範囲に被害をもた

らした豪雨事例でありましたが、平成30年の事例

では総降水量に対する線状降水帯の寄与は半分程

度であったのに対し、令和２年の事例では寄与率

が70％を超える地域があったという点が特徴的で

した。

この梅雨前線（中国では Meiyu band と呼ばれ

る）は中国本土まで伸びており、長江の中下流域

でも同時期に大雨による多大な被害が報告されま

した。この流域で平均した７月の積算雨量は平年

の1.7倍以上で過去最多となり、一部地域では平

年の５倍を超えるところもあり、洪水などによる

死者・行方不明者は150人を超えました。このよ

うに、令和２年の梅雨前線は中国から日本までの

広範囲に被害を及ぼした大規模な豪雨災害を引き

起こしました。

２．近年の極端気象現象と地球温暖化

冒頭でも述べた通り、日本ではほぼ毎年のよう

に甚大な被害を伴う豪雨が発生しています。この

ような状況下で必ず話題に上るのが、地球温暖化

との関連です。地球温暖化のせいで近年の気象災

害が発生している、という考え方はもっともらし

く聞こえるかもしれませんが、このことを科学的

に証明することは、実は簡単ではありません。図

３で見てきたように、個々の極端な気象現象には

必ず、気圧の谷や水蒸気の流れ込みといった地球

温暖化以外の直接的な要因が存在します。これら

の決定的な発生要因と比較して、その発生に地球

温暖化がどの程度影響していたかを定量的に評価

することは、これまで困難であると考えられてき

ました。

しかし、近年の数値シミュレーション技術や

スーパーコンピューターの発展により、地球温暖

化が特定の極端気象現象に与える影響を数値で示

すことが可能になって来ました。地球の気候を表

現する気候モデルを用いて、実際に温暖化が進行

している現実的な世界と、温暖化が起こらなかっ

たと仮定した仮想の世界を作り出し、それぞれの

状況下で極端気象現象がどのような振舞いをする

かを比較することで、地球温暖化の影響を評価

する手法を、「イベント・アトリビューション」

（Event Attribution、以下 EA）と呼びます。一言

図３　令和２年７月豪雨時の日本周辺の気象場の概要。令和２年７月31日の気象庁報道発表資料を一部改変。
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に EA と言っても、極端現象のどのような側面に

注目するかによってアプローチが異なってきます。

極端現象の頻度に注目して、地球温暖化がどの程

度その現象の「発生確率」を左右しているかを

調べる方法を「確率的アプローチ」、極端現象の

「強度」に注目して地球温暖化の影響を評価する

方法を「量的アプローチ」と呼ぶことがあります。

確率的アプローチでは、温暖化した気候状態と温

暖化しなかった気候状態それぞれにおいて、注目

する極端現象を対象とした大量の数値シミュレー

ションを行い、注目する現象に相当する事例が全

実験中の何本に出現していたかを数え上げること

で、発生確率がどの程度変化したかを定量的に見

積もります。大量の数値計算を必要としますので、

用いるモデルの解像度には限界があり、実際に発

生した極端現象そのものを忠実に再現するわけで

はありません。一方、量的アプローチでは、高解

像度モデルを用いて実際の極端現象を忠実に再現

した上で、地球温暖化が現象の強さや量に与える

影響を評価します。この手法では、極端現象が発

生した後の成長過程に注目しており、その現象が

発生するかしないか（発生確率）は議論しません

ので、大量の計算は必ずしも必要ではありません。

以下では、近年の日本の豪雨事例を対象とした２

種類の EA について紹介します。

まず、平成29年７月九州北部豪雨（九州北西

部）と平成30年７月豪雨（瀬戸内地域）の大雨、

及び台風が連続で九州に接近した平成５年の九州

東部の大雨の発生確率について、確率的アプロー

チを用いて地球温暖化の影響を評価した例を紹介

します（Imada et al. 2020）。大雨特別警報の基準

の一つである「50年に一度の大雨」を基準値とし

て、このレベルの大雨の発生確率が過去から現在

までの地球温暖化によってどの程度変化していた

かを、最新の気象庁気象研究所の気候モデルによ

る大量の気候再現実験（現実的な温暖化レベルの

実験）と非温暖化実験（温暖化がなかったと仮定

した場合の実験）を用いて見積もったところ、平

成29年７月九州北部豪雨時の発生確率は、温暖

化が進行している現実の気候条件下では約2.8％、

温暖化がなかった仮想の気候条件では約1.9％、

平成30年７月豪雨時の発生確率は、温暖化が進行

している現実の気候条件下では約4.8％、温暖化

がなかった仮想の気候条件では約1.5％と推定さ

れました。つまり、過去から現在までの地球温暖

化の影響により、平成29年７月九州北部豪雨の発

生確率は約1.5倍に、平成30年７月豪雨の発生確

率は約3.3倍になっていたと考えられます。一方、

平成５年の台風による大雨については、２つの実

験群の間にほとんど差が見られませんでした。こ

の結果をそのまま受け取ると、この大雨に対する

温暖化の影響は検出できないほど小さいというこ

とになりますが、一方で、台風の接近自体の不確

実性が大きいことや、モデルによる台風の再現が

不十分であることも原因として考えられます。

次に、平成30年７月豪雨及び令和元年台風第19

号（Hagibis）の際の総雨量に対して EA の量的ア

プローチを実施した結果を紹介します。ここでは、

気象庁気象研究所が開発した高解像度の地域気候

モデルを用いています。観測などから得られる現

実的な境界値をモデルに与え、注目する極端現象

を正確に再現した上で、その境界値から、温暖化

に相当すると思われる気温上昇トレンドのみを除

去することで、温暖化していない世界を作り出し

ます。温暖化していない状況下で同じ極端現象が

起こった場合に、その強さや量がどの程度変わる

かを見積もります。平成30年７月豪雨の例では、

1980年以降の気温上昇によって総降水量が6.7％

増加していたと見積もられました（Kawase et al. 

2019）。令和元年台風第19号の例では、地球温暖

化により総降水量が10.9～13.6％多くなっていた

と見積もられました（Kawase et al. 2021）。一般

的に気温が１度上がると飽和水蒸気量は７％増加

することが知られています（Clausius-Clapeyron

の式）。日本付近の気温上昇量は現時点で約１度

ですが、令和元年台風第19号の例では、水蒸気量
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の増加から想像される雨量の増加量を大きく超え

ていました。この理由として、台風が強化したこ

と、また、地形性の上昇流が降水量の増加率を増

幅させた可能性が考えられます。

以上で見てきたように、地球温暖化はもはや将

来の問題ではなく、その影響は私達の生活に既に

現れ始めています。EA は、漠然と感じている地

球温暖化の極端現象への影響を数字で示すことが

可能な方法です。令和２年７月豪雨についても今

後、EA を実施する計画があります。このような

結果を発信することで、地球温暖化によって現在

我々が暮らしている世界、また今後子供たちが暮

らしていく世界がどのような危機に直面している

のかを実感していただき、現象への理解を深めて

いただくことで、ひとりひとりが温暖化対策の推

進に参加できるような手助けをすることが我々の

使命であると考えています。

参考文献：
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１．はじめに

令和２年７月には暖かく湿った空気が梅雨前線

に流れ込み九州を中心に日本各地で豪雨を引き起

こした。特に、７月４日には球磨川流域を中心に

激しい豪雨が生じ、甚大な被害をもたらした。詳

細は今後の解析を待つが、今回の球磨川流域にお

ける雨量の空間分布特性として、７月３日から４

日の間で400mm ～500mm の雨が一様に降ったこ

とが挙げられる。人的・物的被害では、消防庁災

害対策本部のまとめによれば2020年７月20日付け

で、熊本県における令和２年７月豪雨によって死

者65名、行方不明者２名、住家被害は全壊557棟、

半壊43棟、床上浸水5895棟、床下浸水1990棟で

あった。特に、河道部と堤内地が一体となった球

磨村渡地区、八代市坂本地区および下釜瀬地区に

おいては住家の流失が顕著であった1,2）。

また、先遣調査によれば洪水痕跡から人吉市に

おける国宝・青井阿蘇神社の楼門では1.5ｍの浸

水であった。人吉市史によれば寛文９年（1669

年）８月に青井阿蘇神社の楼門が３尺（0.9ｍ）

余り浸水したとされている。境内の標高は近辺の

道路より2.8ｍ高い位置にあり、約350年間では今

回の浸水が最大規模であることが認められた。一

方、近年との比較では青井阿蘇神社の近傍におけ

る道路標識に記された洪水痕跡から浸水深は、昭

和40年では2.3ｍ、昭和57年では1.3ｍに対し、今

次の水害では4.3ｍであり、人吉においては圧倒

的に浸水被害が拡大したことが分かる。

球磨川水害では、２ヶ所の樋門箇所で盛土が欠

損したが人的・物的被害に甚大な影響を与えてお

らず、堤防決壊ではなく越流氾濫による被害で

あったことが認められた。一般的には堤防決壊に

較べて越流氾濫は被害が小規模であると見なされ

ているが、堤内地が河道の一部なった流下型氾濫

形態では、浸水深および氾濫流速が大きくなり住

家流失に至ることからその実態解明と対策が必要

となる。

今次の豪雨災害では、災害発生前のリスクマネ

ジメント、発生後のクライシスマネジメントにお

いて被害最小化と効率的復興に向けた多くの課題

や教訓が含まれており、今後のわが国の防災・減

災のあり方に及ぼすインパクトは大きい。

本報告では、球磨川流域の地形特、被害実態、

降雨特性および氾濫形態について議論した。現在、

球磨村渡地区の氾濫解析および人吉市における中

川原公園および橋梁が人吉市中心部に与えた影響

について検討している。

２．流域地形3）

熊本県南部を流れる球磨川（図-1参照）は、そ

の源を熊本県球磨郡銚子笠（標高1,489ｍ）に発

し，幹線流路延長115km，流域面積1880km2、九

州では20本の一級河川の中で流域面積および幹線

流路延長において３指に入る。また、古来には舟

運が盛んで、最上川、富士川と並ぶ日本三大急流

の一つに数えられている。

特　集 令和２年７月豪雨

□令和２年７月球磨川豪雨災害を考える

熊本大学大学院先端科学研究部環境科学部門水圏環境分野

教授　大　本　照　憲
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球磨川流域の地形は、河床勾配が約1/7000であ

る遥拝堰下流部の沖積平野部、河床勾配が1/300

～1/1000の遥拝堰から球磨村渡の間の山間狭窄

部、河床勾配が約1/500相当の渡から川辺川合流

点・西村の間の人吉・球磨村盆地、合流点・西村

より上流の球磨川上流域、川辺川上流域に大別

される。各区間の流域面積は、球磨川上流域で

550Km2、川辺川上流域534Km2、人吉・球磨盆地

380Km2、山間狭窄部と平野部で434Km2である。

球磨川には82本の中小河川が流入し、球磨川上

流域では６本の代表的右支川に小川内川、牛繰川、

宮ヶ野川、阿蘇川、田頭川、野間川、13本の左支

川には湯山川、牧良川、都川、仁原川、鶴川、柳

橋川、伊良川、井口川、免田川、水無川、大谷川、

高柱川、小さで川がある。

川辺川は、本川上流の流路40km に較べて長く

61km であり、深い谷を刻み、中小河川の数は６

本であり相対的に少なく右支川に小原川、小鶴川、

五木小川、左支川に樅木川、久連子川、梶原川が

ある。

球磨川沿いの渡から川辺川合流点・西村までの

距離は14km で、その間の人吉・球磨村盆地では、

４本の右支川があり山田川、万江川、馬氷川、小

川、５本の左支川に鳩胸川、胸川、永野川、鹿目

川、鵜川がある。

球磨村渡から遥拝堰までの山間狭窄部の距離は

約45km であり、この間の東側分水嶺は約1000ｍ

程度に対し、西側分水嶺は500ｍ以下である。こ

の間の中小河川は、６本の右支川に中園川、川内

川、市ノ俣川、油谷川、中谷川、深水川、７本の

左支川に那良川、芋川、告川、漆川内川、天月川、

大尼田川、百済木川がある。中小河川は、いずれ

も流路長５～10Km、勾配1/5～1/10であり急流支

川であり、峡谷的流域を発達させた。

最下流の八代平野では、派川の前川、南川と共

に不知火海（八代海）に注ぐ。

流域内には、下流部に熊本県第２の都市である

八代市が、上流部に球磨地方の主要都市である人

図-1　球磨川流域（提供：熊本大学・石田桂先生）
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吉市が存在する。人吉市は、鎌倉期に東国御家人

相良氏が球磨の地に所領を獲得し、更には戦国期

には戦国大名として八代まで進出、このことが両

地方を結ぶ峻険な山岳道路の活用を促したことが

指摘されている。近世には人吉―八代間の水運が

林正盛により寛文年間（1661-73）に開発された4）。

３．降水特性

⑴　雨量および水位の時系列

図-2は、７月３日０時から７月４日11時までの

36時間における球磨川水系の各観測点における毎

正時の１時間降水量および累積降水量の時系列を

示す。球磨川流域には、気象庁の観測点が球磨川

流域に６か所、川辺川水域に１か所、万江川水域

に１か所存在する。

人吉観測所における最大降雨強度は68.5mm/

hr、７月３日20時から７月４日９時の14時間雨量

369mm、24時間雨量は410mm を観測した。球磨

川下流の八代観測点を除いたほかの７つの観測点

では、36時間の累加雨量が418.5㎜～497㎜となっ

ており、雨量の空間分布として球磨川流域では一

様に雨が降ったことが考えられる。降水期間につ

いては球磨川本川の観測所では２時から９時にか

けて１時間に30mm を超える激しい雨が降ってい

る時間が多いが、途中に雨が弱まる時間帯がある。

支流の川辺川流域の五木観測所と万江川流域の山

江観測所では雨が弱まる時間はなく、２時から７

時にかけて激しい雨が降り続いている。ピーク時

間については、球磨川本川の観測点では２時と７、

８時の２つのピークが現れており、支流の観測点

においては、４時および５時にてピークを迎えて

図-2　球磨川流域の雨量観測地点の時系列（2020年７月３日、４日）
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いる。

図-3は、人吉市大橋および川辺川柳瀨地点にお

ける水位時系列を示す。なお、大橋地点における

水位計は危機感型水位計である。

人吉市大橋地点における水位は、７月４日９時

50分にピーク水位7.25ｍを記録した。このことは、

球磨川特殊堤における越流水深は２ｍを超えたこ

とを意味し、更に午前７時30分から８時の30分間

で0.9ｍの水位上昇が見られる。後述するように、

水位の急上昇は表面流が橋桁に衝突し、流速の急

減、水位上昇に導いたことが予想される。

人吉水位観測所で観測史上最大だった1965年７

月２日の5.05ｍを2.20ｍ上回った。

図-4は、球磨川大橋地点における越流水深と合

流点近傍における山田川の越流水深の水位時系列

を示す。山田川は球磨川水位の上昇に伴うバック

ウォーターの影響により堤内地の氾濫が５時50分

に発生した。更に、熊本県の監視カメラによれば

球磨川の上昇により球磨川から山田川への逆流が

６時50分頃から始まり、９時20分には球磨川鉄道

橋の枕木が浸水していることが認められた。合流

部近傍では山田川と球磨川の両者の越流の影響を

受けた氾濫であったため被害が拡大したことが伺

える。

⑵　 降雨の確率年

図-5は人吉観測点における年最大６時間雨量、

年最大14時間雨量、年最大24時間雨量の再現期間

を示す。統計解析では、財団法人国土技術セン

ターで公開されている水門統計ユーティリティを

用いた。統計に用いたデータは、気象庁ホーム

ページで公開された1950年から2020年までの毎正

時の時間雨量である。

比較的適合度の高いガンベル分布（Gumbel）、

一 般 化 極 値 分 布（GeneralizedExtreme Value 

distribution：Gev）、 対 数 ピ ア ソ ン Ⅲ 型 分 布

（LogP3）、対数正規分布３母数クォンタイル法

（LN3Q）、対数正規分布２母数（Slade I,L 積率法）

（LN2LM）、対数正規分布２母数（Slade I, 積率法）

（LN2PM）の６種類の確率分布、および母数推定を

行った。確率分布の適合度評価基準である標準最

小二乗基準 SLSC（Standard Least-Square Criterion）

によれ SLSC<0.04（相関係数 COR>0.98）の条件図-3　人吉市における水位時系列（2020年７月４日）
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を満足する必要がある。

全体的に適合度の高かった一般化極値分布

（GEV）を用いて検討したが、超過確率が０とな

るところがある観測所の各年最大時間雨量の確率

分布はガンベル分布（Gumbel）を用いて検討する。

再現期間は以下の関係式から得られる。

図-5　人吉市雨量観測所における確率年（2020年７月水害）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T=24hr,R=410mm 

確率年    214 年 

Gumbel：SLSC=0.019,COR=0.996 

T=6hr R=184mm 

確率年 38 年 

Gumbel：SLSC=0.020,COR=0.995 

T=14hr,R=369mm 

確率年    855 年 

Gumbel：SLSC=0.035,COR=0.986 

図-6　降雨継続時間における確率年（2020年７月水害）
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・一般化極値分布（Gev）　

　F（x）=exp-[1-（k/a）（x-c）]1k

・ガンベル分布　

　F（x）=exp{-exp（-（x-c）/a）}

ここに、x：雨量（mm）　a：尺度母数　c：位

置母数　k：形状母数

・超過確率　　W（x）=1-F（x）

・再現期間　　T=  1/（W（x））

Gumbel 分布を適用すれば、人吉観観測地点に

おける再現期間 T 年は、年最大６時間雨量で38

年（SLSC=0.020,COR=0.995）、年最大14時間雨量

で855年（SLSC=0.035,COR=0.986）、年最大24時

間雨量で214年（SLSC=0.019,COR=0.996）である。

図-6は、降雨継続時間に対する再現期間および

累加雨量を示す。再現期間は一般化極値分布、ガ

ンベル分布をもとに評価した。令和２年７月豪雨

の降水量は人吉観測所で降雨継続時間が14時間に

おいて再現期間が最大値の855年を示すことが分

かる。また、どの観測所も再現期間のピークが

400年を上回る規模の降雨が発生したことが分か

る。八代観測所では再現期間のピークが７年と

なっており、他の観測所と比較して規模の小さい

降雨であった。球磨川本川の観測所の再現期間の

ピークにおける降雨継続時間は９～14時間、支川

の２つの観測点の再現期間のピークにおける降雨

継続時間は６および７時間となっており、球磨川

本川の降雨継続時間が長い時間でピークに達して

いる。

⑶　流域平均雨量の確率評価

図-7は、国土交通省九州地方整備局によって提

供された人吉地点において降雨継続時間12時間、

流域平均雨量における再現期間80年の計画雨量

262mm に対する根拠資料を示す。

同図を用いて令和２年７月豪雨の人吉地点にお

ける降雨継続時間12時間で最大の流域平均雨量

339㎜の再現期間は Gumbel 分布を適用すれば746

年であった。表２は、人吉観測点における降雨継

続時間10から15時間までの累積雨量と再現期間で

ある。流域平均雨量の再現期間はおおむね人吉観

測点の再現期間と近い値になっていることが分か

る。このことからも今回の降雨の特徴として球磨

川流域に一様に雨が降ったということが考えられ

る。

４．人的・物的被害

⑴　災害の被害実態

熊本県危機管理防災課のまとめ（12月25日付）

によれば、人的被害は熊本県全体で67人、うち球

磨川流域で50人であった。表３は、球磨川流域の

市町村別の死者数を示す。球磨川流域の人的被害

は50人うち36人が人吉・球磨地区、14名が遥拝堰

から球磨村渡の間の山間狭窄部であり、流下型氾

濫形態によって被害が生じた。住宅被害は全壊

1490棟（人吉市（900棟）、球磨村（332棟）、芦北

町（72棟））、半壊3092棟（人吉市（1443棟）、球

磨村（74棟）、芦北町（910棟））、床上浸水329棟、

床下浸水561棟、一部損壊1940棟であった。また、

図-7　人吉市における流域平均雨量の確率

（出典：国土交通省）
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熊本県の被害総額は5564億円、そのうち建築物

1900億円、公共土木施設1554億円、農林水産関係

1019億円、商工・観光関係699億円、廃棄物処理

204億円に達した。被害総額の5564億円は、熊本

地震の３兆8000億円につぐ戦後第２位の被害額で

ある。

⑵　人的被害

図-8は、令和２年７月の人吉・球磨盆地の人的

被害36名と浸水深の状況を示す。人吉地区では、

20人の人的被害が発生している。その中で人吉市

では地表高の低い右岸側堤内地で浸水の範囲が広

く、球磨川と山田川の合流点付近で浸水深が大き

くなっていることが分かる。

球磨川右岸に沿って多くの人的被害が発生した

のは、中川原公園および水の手橋、大橋、人吉橋

の橋桁の表面流阻害による水位の急激な上昇、そ

の結果として２ｍを超える越流水深が発生したこ

とが主因と考えられる。この件については、今後

の対策を含めた詳細な検討が必要である。

また、万江川と球磨川の合流点付近も同じよう

に浸水深が大きい。

球磨村・渡地区では、16人の人的被害が発生し

ている。そのうち14名は介護老人施設の千寿園の

入所者となっている。支川である小川からの氾濫

流が主因であるが、この場所では小規模な土石流

も発生した。

図-9は、遥拝堰から球磨村渡の間の山間狭窄部

では、氾濫流によって溺死として14名の内の13名

が犠牲になった場所を示す。球磨川沿いの芦北町

箙瀬地区でも１名が溺死で亡くなった。谷底平野

では、水位が大幅に増水したため河道の一部とな

り、浸水深および氾濫流速とも極めて大きく、川

沿いの住家の多くは基礎工を残すのみで流失した。

犠牲者の年齢構成は、50歳代４名、60歳代７名、

70歳代10名、80歳代22名、90歳代７名であった。

70歳を超えた割合は78％であり、高齢者の方々の

犠牲割合が高いことが分かる。

⑶　住家被害

球磨川の氾濫状況を象徴する箇所は、1）球磨川

と山田川の合流部で地表高の低い青井阿蘇神社の

近傍、2）万江川合流部の左岸側堤内地、3）万江川

合流点から球磨村渡地区までの区間で連続した蛇

行部および4）八代市坂本地区の家屋流失である。

図-10は、青井阿蘇神社境内の楼門が1.5ｍで

図-8　人吉・球磨盆地における人的被害場所（出典：国土地理院および朝日新聞）
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あったことを示す。人吉市史によれば寛文９年

（1669年）８月に青井阿蘇神社の楼門が３尺（0.9

ｍ）余り浸水したことを示す。記録上、351年間

の中で今次水害が最大の浸水深であったことが分

かる。境内の地表高は周辺の道路より2.8ｍ高い

位置にあり、道路標識には昭和40年の浸水深2.3

ｍに対して今次の令和２年水害では4.3ｍに達し、

２ｍも浸水深が大きい。なお、同一場所で昭和57

年水害では1.3ｍの浸水深であった。

図-11、万江川合流部近傍で球磨川に近い堤内

地の洪水痕跡を示す。家屋の流失は発生していな

いが、道路上では大量の土砂が堆積した。浸水深

は、４ｍに達し、いずれも昭和57年水害の浸水深

1.2ｍを大幅に上回った。

図-12は、人吉・球磨盆地の出口である球磨村・

渡地区の被害状況を示す。渡地区では、浸水深が

６ｍを超えると同時に家屋の流失が顕著であり、

基礎型枠のみが残る住家被害が目視された。また、

家屋は全壊で屋根瓦の多くが剥がれているのが分

かる。また、小川が球磨川に合流する地点では流

木が住家の屋根や道路上に散在し、家屋は大破し

ていた。灌木や雑草による洪水痕跡から浸水深は

6.2ｍであった。

図-13は、渡地区上流の蛇行部に沿った堤内地

の被害状況を示す。沖鶴橋付近の国道219号では

電線の洪水痕跡から浸水深は、６ｍ近くに達して

いることが分かる。また、電柱や道路標識も転倒

していることが分かる。なお、球磨川に近い沿道

では電柱や道路標識は転倒していないことから

219号線は氾濫流が短絡したことが考えられる。

万江川合流点から球磨村渡地区までの区間では，

連続した蛇行が続き、蛇行度 S は、下流から上

流に向けて1.20、1.26、1.61であり、蛇行区間の

堤内地の浸水深は何れも６ｍを超えた。災害時に

おける河道部の代表水深が13～15.5ｍの範囲にあ

ることから、相対水深は0.39～0.46の範囲にあり、

図-9　球磨川・山間狭窄部における人的被害場所
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(a) 青井阿蘇神社楼門

(b) 電柱の洪水痕跡

(c) 青井阿蘇神社の位置

(c) 万江川合流部近傍

(c) 湯の神神社・浸水(b)住家浸水深 4.0m 
(a) 昭和 57年 7月水害 浸水深 1.2m 

令和 2年 7月水害 浸水深 3.6m 

昭和 46 年

1.0m

昭和 57 年

1.30m

令和 2年

4.3m

令和 2年

4.3m

昭和 40 年

2.3m

図-10　青井阿蘇神社周辺の浸水状況

図-11　球磨川と万江川の合流部における浸水状況

№143 2021（冬季）



－22－

浸水深 

5.8ｍ 

図-12　球磨村・渡地区における氾濫被害

図-13　球磨村・渡地区における氾濫被害
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相対水深が0.3を超えると複断面蛇行流れの流況

を示す（福岡ら5））。即ち、堤内地の浸水が低い

場合には単断面蛇行流れとなるが、浸水深が大き

くなれば堤内地から河道部への流れ込みによる影

響が大きく河道部の二次流は堤内地の流れ込みに

支配され、更に、堤内地の氾濫流は直進性が高ま

り高速化されたことが予想される6）。

図-14は、山間狭窄部の下流域にあたる、左岸

側堤内の八代市坂本町合志野地区および右岸側堤

内地の坂本駅近傍の住家被害を示す。国道219号

線に沿った家屋は、多くの家屋は流失しているこ

とが分かる。球磨川の洪水流は、国道219号線を

河道の一部として、高速で流下したことが伺える。

特に、道路上は粗度が小さいことから住家への破

壊力が高まったことが予想される。また、鉄筋コ

ンクリートの建物は、その壁面に何本もの流木が

突き刺さり大破した。現在、球磨川では、市房ダ

ム上流域での山腹崩壊の他に小川および川内川の

土石流が報告されている。この他にも土石流や河

畔林の流木の発生も考えられる。

５．まとめ

本報告では令和２年７月４日に発生した球磨川

水害の人的・物的被害を取り纏めると共に、自然

外力である雨量の降雨継続時間に応じた確率年を

評価した。得られた知見は、以下の通りである。

１）人吉市の水の手橋、大橋および人吉橋の橋

桁および中川原公園は球磨川水洪水の水位を

急上昇する可能性があることを指摘した。

２）球磨川流域における各雨量観測所の雨量

データから降雨継続時間に応じた確率年を算

定した。確率年は、人吉観測地点では降雨継

続時間14時間で855年、上観測地点では９時

間1270年、湯前赤谷観測地点では９時間で

479年であった。更に、人吉市における流域

平均雨量は、降雨継続時間12時間で746年で

あった。

図-14　八代市・坂本市区における氾濫被害
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３）人吉市における被害者20名は、球磨川氾濫

が急激であり、その原因は球磨川支川からの

流量ピークが重なったことに加えて中川原公

園および橋梁の影響が大きいことが示唆され

た。

４）球磨川水害では流下型氾濫形態を取り、人

吉・球磨盆地の出口に発達した連続蛇行部で

は堤内地が複断面蛇行流の一部となったこと、

山間狭窄部では谷底平野の氾濫流となり、人

的被害および住家流失を惹起したことが考え

られた。

なお、人吉市の中川原公園および橋梁が洪水流

の水位上昇に与える影響や連続した複断面蛇行流

の数値シミュレーションは今後の課題とした。
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１．令和２年７月豪雨における筑後川流

域の降雨

令和２年７月３日から８日にかけて、日本周辺

に停滞した梅雨前線の影響を受け、暖かく湿った

空気が流れ込み、九州南部から近畿、東海、甲

信地方までの範囲で大雨が発生した。気象庁

（2020a）はこの一連の大雨を「令和２年７月豪

雨」と命名した。その後、７月31日まで全国で大

雨が発生しており、そこまでをこの豪雨に含めた

［気象庁（2020b）］。本稿では、７月５日から８日

にかけて筑後川流域で降った大雨に関する被災状

況についてとりまとめて解説する。

筑後川は九州最大の一級河川であり、幹川流

路延長143 km、流域面積2,860 km2を持つ（図１）。

坂東太郎（利根川）、四国三郎（吉野川）となら

び筑紫次郎と称される我が国有数の大河川で暴れ

川である。流域は熊本県阿蘇郡瀬の本を源流と

し、大分県、福岡県、ならびに佐賀県をまたぐ。

沿線の主要な都市として、日田市（人口64,043

特　集 令和２年７月豪雨

□令和２年７月豪雨における筑後川流域の被災

九州大学大学院工学研究院

教授　矢　野　真一郎

図１　筑後川水系

松原ダム 

下筌ダム 

花月川 荒瀬 

瀬の下 

小ヶ瀬 

玖珠川 
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人（R2/12/1現在））、久留米市（304,672人）、鳥

栖市（73,968人）、大川市（33,425人）、ならびに

佐賀市（231,723人）がある。流域内の平均年間

降水量は約2,140 mm であり、全国平均値（1,560 

mm）の約1.4倍である。特に、松原・下筌ダムの

上流域は多雨地帯であり3,000 mm を超える箇所

もある［国土交通省（2018）］。現在の河川計画

（平成30年に更新）では、基準点である荒瀬地点

の整備方針流量が10,000 ｍ3/s、整備計画流量が

6,900 ｍ3/s（うち河道への配分流量は5,200 ｍ3/

s）となっている。

筑後川は過去に多くの大洪水を経験してきてい

る。特に、昭和28年洪水（西日本水害）では多数

の堤防決壊が発生し、147名の死者がでた。最近

では、平成24年７月九州北部豪雨、ならびに平成

29年７月九州北部豪雨が発生し、今回の水害を含

めると９年間に３回の大規模洪水に襲われている。

平成24年水害では、日田市を流れる支川の花月川

で２週間に２回の既往最大洪水が発生し、１度目

（７月３日） で２カ所の堤防決壊が発生し市内中

心部が浸水した。２度目（14日）では堤防の応急

復旧が24時間体制で実施された復旧作業によりギ

リギリで間に合い、１度目を上回る洪水ではん濫

が発生したものの、浸水規模は少なく済んでいる。

平成29年水害では中流域右岸側の朝倉市、東峰村、

日田市で大規模な土砂・流木流出が起こり、42名

の死者・行方不明者がでた。

今次豪雨における降雨は、筑後川流域全体で累

積雨量500 mm を超えたところが多かった。下筌

ダムの下筌雨量観測所では、７月５日17時から８

日５時までの期間で812mm を記録した。１時間

最大雨量は７日６時の107mm であった［国土交

通省（2020）］。図２、３に玖珠川流域の玖珠地点、

ならびに本川下流域の久留米地点におけるハイエ

トグラフを示す。玖珠での７月の１ヶ月降水量の

平年値が349.9 mm であるのに対して、今次豪雨

図２　今次水害における玖珠地点のハイエトグラフ［７月３日から８日まで］

図３　今次水害における久留米地点のハイエトグラフ［７月３日から８日まで］
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での累積雨量は548mm に達している。同様に久

留米では７月平年値329.4mm に対し、今次豪雨は

546.5 mm であった。よって、両地点は７月１ヶ

月分の1.57倍と1.66倍の降雨を記録した。この大

雨により筑後川の水位は荒瀬地点で昭和43年から

の観測史上最高の7.90ｍ（従来は平成24年豪雨の

7.35ｍ）を記録した。図４、５に玖珠川の小ヶ瀬

（おがせ）地点、ならびに本川下流域の瀬の下地

点における水位ハイドログラフを示す。両地点で

も平成24年の既往最高水位を上回る観測史上最高

水位を記録した。

２．今次水害における特徴的な被災状況

２．１　玖珠川での被災

筑後川最大の支川である玖珠川（延長56km、

流域面積531km2）では、500mm を超える累積雨

量（図２）を記録する大雨により、既往最大水

位を２度超えた（図４）。筑後川との合流点から

２km 程度上流に位置する小ヶ瀬地点における高

水流量観測では、７月７日のピーク直前（7：39、

水位5.93ｍ）で測定されており、3,450ｍ3/s 程

度注1）の流量と推測されている。玖珠川の整備方

針流量は筑後川合流点において3,900ｍ3/s、整備

計画流量は3,100ｍ3/s であることから、今次洪水

における７月７日と８日に記録されたピークは方

針流量レベルであったと推測される。

この既往最大洪水により、日田市天ヶ瀬町に

おいてはん濫が発生し、１名の方が犠牲となっ

た。なお、筑後川での被害者はこの１名のみであ

る。天ヶ瀬は玖珠川両岸に温泉宿が連なる観光地

で、谷底河川を形成している。今次水害では左岸

の温泉街を通る道路面から２ｍ程度の浸水深を記

録しており（写真１）、道路上を高速流が通過し

図５　今次水害における瀬の下地点の水位ハイドログラフ

［７月３日から８日まで．赤線はこれまでの既往最高水位］

図４　今次水害における小ヶ瀬地点（玖珠川）の水位ハイドログラフ

［７月３日から８日まで．赤線はこれまでの既往最高水位］

№143 2021（冬季）



－28－

た。また、新天ヶ瀬橋が落橋した（写真２）。谷

底河川を高速で流れる被災形態は、今次豪雨での

球磨川中流部でも起こっているが、宅地等のかさ

上げや河道の拡幅にも限界があることから、対策

が難しいと考えられる。

注1）　速報値であり修正される可能性がある。

２．２　下筌ダムにおける異常洪水時防災操作と

それを受け止めた松原ダム

筑後川上流域には昭和28年洪水を受けて建設さ

れた松原ダムと下筌ダムが存在している。両ダム

は昭和47年に竣工した直列に配置されたダムで

あり、下筌ダムの直下が松原ダム湖になってい

る。下筌ダムは、集水面積185 km2、総貯水容量

59.3百万ｍ3、梅雨期の洪水調節容量51.3百万ｍ3

の多目的ダムである。松原ダムは、それぞれ491 

km2、54.6百万ｍ3、45.8百万ｍ3の多目的ダムであ

り、下筌ダムからの放流水と筑後川本川である杖

立川からの流入水を受け入れる。

今次水害では下筌ダムにおいて建設後初めてと

なる異常洪水時防災操作が行われた。図６に下筌

ダムの操作状況を示す。２山目となる７月７日６

時のピーク時では貯水位が異常洪水時防災操作開

始水位までには達していないが、その後の流入

で超過し、10：30に異常洪水時防災操作が開始

され、計画最大放流量350ｍ3を越え、８日０時に

最大放流量1,250ｍ3を記録した。ただし、今回の

放流を全て松原ダムがカットすることに成功して

いる。松原ダムの操作状況は図７に示す通りであ

り、計画最大放流量1,100ｍ3を越える放流は行わ

れていない。松原・下筌ダムによる防災操作の効

果として、下流の大山川（玖珠川との合流点より

上流の本川の名称）の水位を３ｍ以上低減させた

と見積もられている［筑後川ダム統合管理事務所

（2020）］。さらに、両ダムでは上流域の斜面崩壊

に起因する流木を合計約6,000ｍ3捕捉した。本稿

執筆時点で堆砂量は発表されていないが、流木量

の多さから相当な量の土砂を捕捉したと推測され

る。このように両ダムの防災効果は非常に大きい

ものであった。

２．３　昭和28年洪水後初めての本川でのはん濫

発生

前節で松原・下筌ダムの防災効果について説明

したが、玖珠川との合流点より下流ではその効果

が薄れた。これは玖珠川の流量が非常に大きかっ

たことに起因しており、ダムなどの貯留施設がほ

とんどない玖珠川の流量調整の困難さを示してい

る。合流点より下流は、日田市の中心街を流れ、

温泉街の下流で三川への分岐があり、それらが再

度合流した直後に、支川の花月川が合流している。

その合流点付近である友田地区ではん濫が発生し

た。本川が氾濫するのは昭和28年洪水以来67年ぶ

りであった。ただし、浸水面積は約３ha であり、

被害規模は天ヶ瀬や球磨川などと比べると大きく

写真１　天ヶ瀬での洪水痕跡

写真２　新天ヶ瀬橋の落橋
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なかったが、家屋や商業施設が床上浸水した［国

土交通省（2020）］。この地点は、平成30年に変更

された河川整備計画でも築堤が計画されていたが、

今次水害では事業前で防ぎきれなかった。なお、

今次水害を受けて令和２年度の防災・減災対策等

強化事業推進費が充当されたため、築堤が事業化

された。

２．４　数年続けて発生している内水はん濫

流域の最大都市である久留米市を含む下流域の

都市において、図８に示すような内水による浸水

が発生した。近年このあたりでは、支川の中小河

川からほぼ毎年内水はん濫が発生している。特に

平成30年７月の西日本豪雨では、大規模な浸水が

発生し、水門の状態や排水機場の稼働状況、なら

びにそれらがもたらす内水はん濫に関する住民へ

図６　今次水害における下筌ダムの操作状況［筑後川ダム統合管理事務所（2020）より］

図７　今次水害における松原ダムの操作状況［筑後川ダム統合管理事務所（2020）より］
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の情報提供が不十分であったことが指摘された。

特に水門を閉めることが本川からの逆流を防ぐこ

と、すなわち本川の水位が高いときに無堤である

合流点に堤防を連続させる状態を作り出すことが

一般の住民にはほとんど理解されていないことが

明らかとなった。そこで排水路等の管理者である

久留米市・大木町・大刀洗町、河川管理者である

福岡県、ならびに筑後川との合流点における排水

機場や水門の管理者である国土交通省九州地方整

備局は、久留米市街地周辺内水河川連絡会議を設

置し、内水対策を協議した。ここでは、浸水被害

の大きい６河川（山ノ井川、金丸川・池町川、下

弓削川、江川、大刀洗川、陣屋川）が対象とされ

た。そして令和２年３月に、平成30年規模の内水

に対して床上浸水を極力減少させる対策メニュー

を組み合わせた計画を発表していた［例えば、久

留米市・福岡県・国土交通省筑後川河川事務所

（2020）など］。しかしながら今回、事業開始前に

内水はん濫が発生する事態に陥った。対策事業を

加速化することが求められるが、それらが完了し

たとしても計画規模（超過確率1/10）以上の豪雨

に対しては当然ながら被害が発生する。また、既

存施設等の立地により土地利用に対する制約が厳

しい都市域での内水対策には自ずと限界があるこ

とから、都市計画の中に外水対策に加えて内水対

策の考え方を組み込んでいくことも求められる。

３．まとめ

今次豪雨における筑後川流域内で発生した被災

について解説した。紙幅の関係で詳しく紹介でき

なかったこととして、本川39k600地点で発生した

堤防決壊を予兆させる自噴現象の発生［筑後川堤

防調査委員会（2020）］、松原・下筌ダム上流域で

の斜面崩壊と流木発生、平成29年九州北部豪雨後

の赤谷川などで整備された砂防施設による土砂流

出制御、水資源機構管理ダム（小石原川ダム、寺

内ダム、大山ダムなど）における防災操作の効果

図８　今次水害における内水はん濫域

［国土地理院 https://www1.gsi.go.jp/geowww/saigai/202007/shinsui/08_shinsui_chikugo_chikugo_tougou.pdf］
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や流木の捕捉、などの個別事象もあったが別の機

会に報告したい。

今次水害では筑後川での人的被害は天ヶ瀬での

１名のみであり、外水はん濫は日田市での小規模

な浸水のみであった。一方、内水はん濫が発生し

た久留米市では、筑後川が流入する有明海が大潮

期であったことも重なり水門を開けることができ

ず水が数日間引かない事態も起こった。

昨年の東日本台風による千曲川などの洪水を受

けて、国は治水の方針を転換し、いわゆる「流域

治水」をその中心に置くことを決めた。これは流

域内の重要地点を守るために相対的に重要度が低

い地域にリスクを許容させ、貯留の負担を強いる

ことになる。これら上下流バランスへの配慮に加

え、筑後川でも見られた本支川間でのアンバラン

スの適正化も求められる。「流域治水」は気候変

動による水害外力増加への適応策の切り札と見な

されているが、国の方針では平均気温が２度上昇

した場合を想定した計画論になっており、当面は

それ以上の外力増加までは考慮しない［社会資本

整備審議会（2020）］。我々は気候変動緩和策こそ

が最大の治水対策になることを再認識し、緩和策

と適応策の両輪を十分に回す努力をしなければな

らない。
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１．はじめに

2020年７月３日から31日にかけての令和２年７

月豪雨は、九州や中部・東北地方など日本列島の

各地で、河川氾濫や斜面崩壊といった甚大な被害

をもたらした。とくに７月３日から４日に記録的

な豪雨に見舞われた熊本県南部地域では死者63名、

行方不明者２名を出す大惨事となった。人吉市・

球磨郡球磨村・八代市では球磨川が大規模に氾濫

し、5000棟以上の住宅が浸水して多くの人々が避

難生活を強いられたが、八代海に近い葦北郡芦北

町と津奈木町では多数の斜面崩壊や浸水等が発生

し、14名の貴重な人命が奪われるなど深刻な被害

が認められた。

筆者は災害発生直後の７月５日から熊本県南部

の芦北町・津奈木町周辺域で起こった斜面崩壊や

土石流による被害状況について現地調査を行い、

その結果はすでに報告済みである（宮縁・鳥井、

2021）が、本報ではその概要について述べる。

２．調査地域の概要

今回の令和２年７月豪雨によって甚大な災害が

発生した熊本県南部は、臼杵 - 八代構造線以南の

九州山地の西部地域にあたる。この地域にはおも

に秩父帯のジュラ紀 - 前期白亜紀付加体とその南

に四万十帯の白亜紀 - 古第三紀の付加体が存在し、

それらの複雑な地層や岩体は北東～南西方向に配

列している（斎藤ほか、2010）。また、熊本・鹿

児島県境周辺域には後期中新世～前期更新世にか

けて噴出した肥薩火山岩類が分布している（永尾

ほか、1999）。

2020年７月に斜面崩壊が多発した芦北町および

津奈木町周辺の地質は、北から南にかけて、ペル

ム紀～白亜紀の正常堆積物、シルル紀～石炭紀の

蛇紋岩や苦鉄質岩の異地性岩体、メランジュを主

体とする前期ジュラ紀の付加体、砂岩・チャート

などからなる前期～後期ジュラ紀付加体（整然

相）、後期ジュラ紀～前期白亜紀付加体（メラン

ジュ）、新第三系の肥薩火山岩類が分布している

（斎藤ほか、2010）。また、一部の地域では肥薩火

山岩類がジュラ紀～白亜紀付加体を覆っている状

況が観察できる。

３．令和２年７月豪雨の発生状況

2020年７月３日から７月８日にかけて、日本付

近に停滞した前線の影響で暖かく非常に湿った空

気が継続して流れ込み、西日本から東日本にかけ

ての広い範囲で記録的な大雨となった。７月３日

～８日までの総降水量は九州南部および北部地方

で1000 mm、近畿地方で900 mm を超えるところ

があった。とくに、九州南部・北部地方、東海お

よび甲信地方では、24・48・72時間降水量が観測

特　集 令和２年７月豪雨

□令和２年７月豪雨に伴う

熊本県南部芦北町・津奈木町周辺の被災状況

熊本大学くまもと水循環・減災研究教育センター

教授　宮　縁　育　夫
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史上１位の値を超えるなど、７月の月降水量平年

値の２倍から３倍となる豪雨が出現した。この７

月３日からの豪雨に対して、気象庁は「令和２年

７月豪雨」という名称を定めた（2020年７月９日

発表の気象庁資料）。

熊本県では2020年７月３日から４日にかけて激

しい降雨に見舞われた。７月３日明け方から雨が

降りはじめ、その日の総雨量は熊本県の多いとこ

ろで150 mm 程度であったが、４日０時頃から県

南部に線状降水帯が形成され、徐々に激しい降雨

となった（熊本地方気象台、2020）。気象庁田浦

気象観測所（芦北町）では２～６時まで時間雨量

55.5～72.5mm の強雨が継続し、５～６時には最

大時間雨量72.5mm を記録した。気象庁観測デー

タによる７月３～４日の総雨量は熊本県北部で

100 mm 以下と少なかったが、八代市以南の地域

では200 mm 以上と多かった（図１）。とくに、熊

本県南部の人吉・球磨・芦北地方では総雨量400 

mm 以上に達し、芦北町や水俣市では500mm を越

える地点があった。その降雨は７月４日０～６時

頃に集中しており、２～６時までの４時間雨量

は熊本県南部で100mm 以上、芦北町周辺域では

250mm を越えていた。６時以降、降雨は徐々に

穏やかになり、10時頃までにはほぼ終了した。

４．斜面災害の発生状況

令和２年７月豪雨による降雨量が多かった熊本

県南部の芦北町と津奈木町において多数の斜面崩

壊が確認された。その斜面災害は、崩壊のみによ

るものと土石流に移行したものに大別された（図

２）。以下では、代表的な災害発生地点の状況と

それぞれの特徴について述べる。

4-1　芦北町田川地区

芦北町田川牛
うし

淵
ぶち

では、傾斜25°程度の南西向き

林地斜面で崩壊が発生し、その崩壊土砂が流木と

ともに流下して３軒の住宅を襲って住民３名の尊

い人命が奪われた。崩壊が起こった斜面は浅い集

水地形となっており、斜面の中部から下部には

図１　熊本県周辺域における2020年７月３～４日の総雨量分布（気象庁観測データを使用）。
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スギの造林木が存在し、崩壊頂部付近には樹高

15～20ｍの常緑広葉樹が認められた（図３）。崩

壊の大きさは、長さ（水平距離）100ｍ、高さ60

ｍ、幅25～50ｍ程度であった。幅25～30ｍ、高さ

13ｍほどの滑落崖の南面には砂岩が露出してお

り、その上位には厚さ２～３ｍで、径数 cm 程度

に著しく破砕されたチャートが観察され、砂岩と

ともに北西方向へ傾斜している。北側崖面には数

cm 程度の大きさに著しく破砕した砂岩が認めら

れ、南側のチャートとの間には厚さ約20cm の半

固結した黄白色の粘土層が見られた（宮縁・鳥井、

2021）。本崩壊はジュラ紀付加体の整然相分布域

のチャート（北側）・砂岩（南側）の境界の断層

線上に位置しており（斎藤ほか、2010）、断層の

走向と滑落崖での境界面の走向はおおむね一致し

ている。

図２　令和２年７月豪雨による斜面災害のタイプ。

（A）斜面崩壊のみの土砂災害（芦北町野添地区）。（B）斜面崩壊が土石流に移行した災害（芦北町小田浦地区）。

図３　芦北町田川地区の林地斜面における崩壊の発生状況。

消防防災の科学



－35－

破砕したチャートと砂岩は風化を受けているも

のの半固結化しており、ともにカタクレーサイト

と考えられ、厚くて軟弱な強風化土層となると

ともに断層破砕帯を形成している（宮縁・鳥井、

2021）。今回の豪雨では、おもに砂岩を母岩とす

るカタクレーサイトの強風化部が崩壊したと判断

される。斜面に生育していた広葉樹などの根系は

細根を除くと、50～70cm までの深さにしか達し

ておらず、崩壊はもっと深い風化土層にまで及ん

でいたが、岩盤そのものを大きく破壊するような

崩壊ではなかった。轟音を聞いたという住民の証

言から、斜面崩壊は降雨のピーク時にあたる７月

４日４時過ぎに発生したとみられる。

4-2　芦北町宮浦地区

佐敷川支流の宮
みやのうら

浦川沿いの北西向き林地斜面

でも崩壊が発生した。この斜面は傾斜30°程度で、

やや凹型の形状を呈しており、植生は樹高17ｍ程

度のスギ・ヒノキ造林木や広葉樹からなる。高さ

70ｍ、幅40ｍ程度にわたって斜面崩壊が起こり、

崩壊土砂は多量の流木とともに運搬されて標高10

～20ｍの水田に扇状に堆積したが、土砂の流下・

堆積域に住宅などの建物がなかったため、人的被

害は出ていない。滑落崖の高さは20ｍ程度であり、

今回調査した崩壊のなかではもっとも深い崩壊で

あったが、岩盤を大きく破壊するものではなかっ

た。滑落崖の大部分は数 cm ～10cm 程度の間隔

で亀裂が発達する砂岩で構成されており、その上

位には風化・断片化した泥岩が存在している。こ

の地点はメランジュを主体とするジュラ紀付加体

と砂岩・チャートなどからなるジュラ紀付加体整

然相の境界付近に位置していること（斎藤ほか、

2010）から、前述した田川地区の崩壊と同様に、

断層破砕帯によって厚い風化土層が形成されてい

た可能性が指摘されている（宮縁・鳥井、2021）。

4-3　芦北町野添地区

芦北町野添地区では、傾斜20˚ 程度の北東向き

林地斜面で崩壊が発生した。崩壊の大きさは、長

さ100ｍ、高さ40ｍ、幅40～50ｍ程度であり、崩

壊した土砂は直下にあった人家を巻き込んで流下

し（図２Ａ）、建物や自動車の火災も発生してい

る（図４）。この地区の地質は古生代の超苦鉄質

岩類からなるとされ（斎藤ほか、2010）、現地で

も崩土中に変質したハンレイ岩や蛇紋岩などの岩

石が認められた。この崩壊の北側に隣接する部分

図４　芦北町野添地区の斜面崩壊による被害状況。住宅被害とともに車両火災も発生している。
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は以前にも崩壊したことがあり、擁壁が施工され

ていた。

4-4　芦北町女島地区

芦北町女
め

島
しま

地区では、小崎地区の集落背後にあ

る林地斜面や谷筋などで崩壊が発生して人的被害

がみられたほか、海岸に近い釜地区でも土石流に

よる災害が発生した。

芦北町女島小崎では、集落背後にある林地斜

面で崩壊が起こった。その斜面は傾斜35˚ 程度で、

平滑からやや凸型の形状を呈しており、高さ40 

ｍ、長さ70ｍ程度にわたって崩壊が起こり、崩壊

土砂は直下の人家を襲って、隣接する道路にも氾

濫堆積していた（図５）。滑落崖にはジュラ紀付

加体整然相のチャート（斎藤ほか、2010）とみら

れる岩石が観察された。また、この崩壊から150

ｍ程度北側の谷でも崩壊が発生しており、崩壊土

砂が土石流として流下して下流にあった人家を倒

壊させるなどの被害を与えている。

一方、女島釜地区では八代海に面する天見岳の

北西山腹で崩壊が発生した。崩壊頂部は標高170 

ｍ付近の傾斜が30～35°程度の谷筋の林地斜面に

位置しており、樹高約13ｍの広葉樹が生育してい

た。高さ３ｍ、幅10ｍ程度の滑落崖には灰褐色の

風化土層と火山岩の円礫からなる礫層が認められ

たが、斜面崩壊そのものは岩盤に達しているわけ

ではなく、規模も小さい。崩壊土砂は水を含んで

土石流となり、メランジュを構成する混在岩から

なる流路沿いの斜面を侵食して、標高65ｍ付近に

設置されていた治山堰堤（1994年施工）に堆積し

ていた。また、一部の土砂・流木は越流し、堰堤

下流でも流路や道路を侵食して（図６）、標高10 

ｍ付近にあった小屋を損壊するなどの被害を与え

て海にまで達している（図７）。また、砂画分な

どの細粒成分からなる土砂は海岸沿いの農道を流

下して氾濫堆積し、自動車が流されるなどの被害

も出ている。治山堰堤より下流の土石流堆積域に

は、径1.5ｍに達する火山岩やチャートなどの巨

礫が散在しており、このような巨礫が運搬されて

住宅などに被害を及ぼしたことがこの地区の斜面

災害の特徴である（宮縁・鳥井、2021）。

4-5　津奈木町福浜地区

津奈木町福浜平国の東方には、標高177ｍの円

錐形の山が存在し、その南斜面の谷筋で崩壊が発

図５　芦北町女島小崎地区の斜面崩壊と住宅被害。
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生した。崩壊の頂部は標高140～150ｍ付近の傾斜

20～25°程度の林地斜面に位置し、斜面には樹高

約18ｍのヒノキ・スギ造林木が存在していた。そ

の斜面が幅30ｍ、深さ10ｍ程度にわたって崩壊

し、滑落崖には球状風化が進んだ青灰色の火山岩

が観察された（図８）。風化した火山岩の直下に

は、砂質火山灰層と成層したシルト質火山灰層の

互層（全層厚２ｍ以上）が認められた。さらに下

位には砂岩ブロックを含む砂泥互層からなる混在

岩（前期ジュラ紀のメランジュ相）も観察された。

混在岩上位の火山灰互層は、風化が進んだ火山岩

とともに新第三紀以降の肥薩火山岩類であり、周

辺地域の標高の高い尾根部には新第三系の肥薩火

山岩類がキャップロックとして存在している可能

性が高い。降雨時に細粒な火山灰層が不透水層と

なることで風化した火山岩の崩壊、つまりキャッ

図７　天見岳山麓での土石流の氾濫と被害。

図６　芦北町女島地区天見岳の治山堰堤（写真右奥）下流部での土石流による侵食状況。
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プロックの崩壊を誘発した可能性が考えられてい

る（宮縁・鳥井、2021）。

崩壊土砂は土石流として渓流を流下して、標

高10ｍ付近にあった住宅１軒を全壊させ（図９）、

３名の犠牲者が出た。土石流は流路沿いの斜面も

侵食したとみられ、住宅が被害を受けた標高10 

ｍ付近には大量の細粒土砂や流木のほか、径１ｍ

程度に達する火山岩などの巨礫も散在していた。

５．おわりに

以上述べたように、熊本県南部の芦北町・津奈

木町周辺域で令和２年７月豪雨によって発生した

斜面崩壊は、土石流に移行したものとそうでない

ものに大別された（図２）。これらは崩壊発生場

所の違いを反映しており、前者は谷筋の上流部急

斜面で発生し、崩壊土砂が表流水や流木と一体に

図８　津奈木町福浜地区林地斜面での崩壊。

図９　津奈木町福浜地区の斜面崩壊に伴って発生した土石流の氾濫状況。
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なって土石流化し、流路沿いの斜面を侵食しなが

ら長距離流下して下流域の住宅などに被害を及ぼ

し、人的被害にもつながった。一方、後者は平地

に隣接する25～30°程度の急斜面で起こった崩壊

で、崩壊土砂や流木が流動した距離は100～200 

ｍほどであるが、斜面直下に家屋が存在した箇所

では人的被害も出ている。このように集落の背後

に急斜面の里山があるような状況は、わが国の中

山間地域ではごく一般的にみられる風景であり、

このタイプの災害は激しい豪雨に見舞われた場合

には、どこでも起こりうる可能性がある。そうし

た地域では人口全体に占める高齢者の割合が高い

傾向にあり、避難体制の整備が大きな課題といえ

る。

なお、現地調査の一部は産業技術総合研究所の

斎藤 眞氏、消防庁消防研究センターの新井場公

徳氏、土志田正二氏、大津暢人氏、藤井皓介氏と

共同で実施した。最後に、令和２年７月豪雨に

よって被災された方々に心よりお見舞い申し上げ

ます。
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１．はじめに

日本に限らず世界中で豪雨による土砂災害は毎

年必ず発生しており、これからも発生し続けるこ

とは残念ながら疑いようがない。この土砂災害の

状況を概観すれば、各国の自然条件および社会条

件の違いの影響を受け、土砂災害が社会に与える

影響は異なる。そして自然条件と社会条件は互い

に独立した条件ではなく、相互に影響を及ぼし

あって、その国（もう少し範囲を狭まれば地域）

の風土を形成している事を踏まえれば、土砂災害

は国あるいは地域毎の風土の違いによって異なる

様相を示すと言えよう。

近年では気候変動の影響に対する社会の対応策

が今後の重要な課題の１つとなっている。これに

関連して豪雨による土砂災害に焦点を絞ると、地

球規模の社会条件の変化が地域の自然条件の１つ

である豪雨特性に影響を及ぼし、土砂災害リスク

が増大する恐れがあることが各方面から指摘され

ている1）。勿論その影響度合いは国あるいは地域

によって異なる。これについて日本における豪

雨特性の変化を概観したものを図-1に示す。図

-1（A）は気象庁ホームページのデータを基にした

ものであるが、１時間降水量50mm 以上の発生頻

度が現在までの約40年間で増加傾向にあること、

図-1（B）の気候モデルの予測結果（東京付近）は、

20世紀末と比較して21世末には年最大日降水量が

約10％増加し、土砂災害の誘因となる豪雨の発生

頻度が３倍程度になることを示している2）。この

結果を見る限り、日本では豪雨による土砂災害が

増加する可能性が高いといえる。

一方で豪雨は土砂災害を引き起こす引鉄（誘

因）ではあるものの、土砂災害の発生・非発生は

誘因だけによって決定されるものではなく、社会

条件と自然条件の相互作用の結果として形成され

た地域の風土と密接に関連している。題目に「森

特　集 令和２年７月豪雨

□日本の森林の変遷と豪雨による土砂災害について

宇都宮大学　農学部 森林科学科

教授　執　印　康　裕

図-1：観測値による降水量の経年変化（A) および気候モデルによる予測結果（B)
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林の変遷」とあるが、森林は社会条件の影響を受

けやすく、特に森林面積率が国土の約2/3を占め

る日本においては過去から現在まで森林の状態は

大きく変化してきている。この森林の変貌と土砂

災害の関係については、太田（2012）3）に詳しく

述べられているので、詳細は割愛するが、その

中で現在の日本の森林は量的には飽和状態にあ

り、それに伴い戦後の土砂災害による犠牲者数が

激減していることが指摘されている。なお植生や

地形・地質等の属地的な要因を素因と称する。そ

して森林は地域を形成する素因の重要な要素の１

つであることを踏まえれば、太田（2012）3）が指

摘している事実は、今後の土砂災害を検討する上

で極めて重要な意義を有していると考える次第で

ある。前置きが長くなった気もするが、この点を

中心に最近少しばかり考えていることを簡単に述

べてみたい。なお題目にある「森林の変遷」と

は1960年代後半から現在までの40～50年程度を、

「土砂災害」とは比較的崩壊深の浅い数ｍ程度の

表層崩壊に起因するものを主たる対象としたもの

であることを断っておく。

２．最近と過去の土砂災害状況について

最近の土砂災害状況の事例を図-2に示す。本

図の事例は九州地方において発生したものであ

り、引鉄となった豪雨は2017年九州北部豪雨（本

図 A-1および A-2）と2020年７月豪雨（本図 B-1

および B-2）である。各々の災害状況については

詳細な調査が実施されている。2017年九州北部豪

雨については、①林業が盛んな地域であり、戦後

の拡大人工造林期による伐期に達したスギ・ヒノ

キの大径木が存在していたこと、②周辺の森林根

系の生育状況は深さ２ｍ程度までしっかりと発達

図-2：九州地方で発生した豪雨による最近の土砂災害状況の事例

A-1

A-2

B-1

B-2

2017年九州北部豪雨 2020年7月豪雨

熊本県芦北町田川地区

球磨川河口沖4kmガガ島付近

福岡県奈良ヶ谷川上流部

福岡県奈良ヶ谷川下流部

【写真撮影：アジア航測株式会社】
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していたが斜面崩壊のすべり面深さはそれより下

部に存在していたこと（本図 A-1参照）、③これ

らの大木が斜面崩壊等によって下流河川に流下す

ることで被害を大きくしたこと（本図 A-2参照）、

等が明らかになっている4）。2020年７月豪雨によ

り熊本県芦北町田川地区で発生した土砂災害（本

図 B-1参照）については、①樹高15ｍ程度の広葉

樹を主体とする林分で発生し、②頭部の崩壊は一

般的な表層崩壊と異なり（一般的な表層崩壊とは

崩壊深さ１ｍ前後の崩壊のことを意味する）、深

さ８ｍ程度の明瞭な V 次谷形状を呈していたこ

と等が明らかになっている5）。また本図 B-2にみ

られるように2020年７月豪雨において、崩壊等に

よる流木が大量に発生しそれが海まで達すること

で漁業にも被害を及ぼしていることが確認される。

すなわち近年の豪雨による土砂災害は、人工林、

広葉樹の別に関わらず斜面崩壊のすべり面の位置

は、一般に根系が達する深さ以上にあり、且つ斜

面崩壊等によって発生した流木による被害の拡大

が顕在化していることが特徴の１つであるといえ

る。

過去に発生した崩壊事例を図-3に示す。前段で

2017年九州北部豪雨により発生した土砂災害は、

戦後の拡大人工造林によって大木化した森林で発

生した事を記述したが、本図は拡大人工造林の時

期の1959年から15年経過した1974年の崩壊の状況

を示したものである6）。拡大人工造林は森林伐採

と新規植栽がほぼ同時に行なわれ、新規植栽後の

経過年数を森林分野では林齢と称する。つまり図

-3に見られる1974年の崩壊は林齢15年の比較的若

い人工林で多発していることを示している。図-3

の対象地である長野県南木曽郡はいわゆる木曽ヒ

ノキとして林業が盛んな地域である。もう１つの

事例を図-4に示す。本図は1998年８月末豪雨（栃

木県では那須豪雨と称されることもある）により

宇都宮大学船生演習林内のヒノキ人工林を中心に

発生した斜面崩壊の分布状況である。本図より36

箇所の地点で崩壊が多発していること（図-4（B）

参照）、かつヒノキ人工林の全体の林齢分布面積

のピークが約40年にあるのに対して崩壊が発生し

た地点のピークの面積は約20年と若齢林側にシフ

トしていることが確認されている7）。すなわち過

去の豪雨により発生した崩壊の特徴の１つとして、

林齢が若い若齢林の人工林分での崩壊が顕在化し

ていた事が挙げられる。なお「顕在化」の意味は

広葉樹において崩壊が発生していなかったという

事では決してなく、当時は若齢林の人工林の崩壊

が目立っていた、あるいは社会的に注目されやす

い状況にあったという意味で使用している。今か

ら35年前の1985年に NHK で「杉山崩壊」という

番組が放映されていることからも、この事はある

程度まで裏付けられる。

1959年 1974年
長野県南木曽郡大桑村周辺

15年経過

図-3：拡大人工造林から15年経過した後の降雨による崩壊事例
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以上の最近と過去の豪雨による土砂災害の様相

の違いについて簡単にまとめると、最近では人工

林と広葉樹の区別なく斜面崩壊が発生しており、

かつ戦後の拡大人工造林によって大径化した樹木

の崩壊等に伴う下流部への流出による被害の拡大

が顕在化しているのに対して、過去においては人

工林における若齢林の崩壊が顕在化していたと言

う事であろう。

３．森林の変遷と水害面積について

豪雨による土砂災害を含む気象災害については、

災害による死者・行方不明者数によって変動傾向

を見ることもあるが、本章では水害面積を指標の

一つとして日本全体の森林の変化が与える影響に

ついて見ていく事とする。その理由は死者・行方

不明者で検討した場合、災害範囲のわずかな違い

が死者数等に大きく影響を与える恐れがあること

を考慮したことによる。なお森林の変化の指標と

して、農林水産省林野庁発行の森林・林業統計要

覧に掲載されている約５年毎の森林蓄積を、水害

面積については毎年実施されている国土交通省河

川局発行の水害統計に掲載されている水害面積を

各々採用した。結果を図-5に示す。

本図は1960年代後半から現在までの両者の関係

を示したものである。図-5において、水害面積と

-10

11-15

16-20

21-25

26-30

31-

Stand Age(yr)

実崩壊

0　 　　 1.0　 　 　2.0 km

N

-10

11-15

16-20

21-25

26-30

31-

Stand Age(yr)

実崩壊

0　 　　 1.0　 　 　2.0 km

N

-10

11-15

16-20

21-25

26-30

31-

Stand Age(yr)

-10

11-15

16-20

21-25

26-30

31-

Stand Age(yr)

-10

11-15

16-20

21-25

26-30

31-

Stand Age(yr)

実崩壊

0　 　　 1.0　 　 　2.0 km

N

実線　：　ヒノキ崩壊面積
点線　：　ヒノキ面積

ヒ
ノ
キ
林

の
面

積
　

(ha)

0        10        20        30        40        50        60   70        80        90       100
林齢　　　　　　　　　　　　　(yr)

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

ヒ
ノ
キ
林

の
崩

壊
地

面
積

　
(h

a)

0

10

20

30

40

実線　：　ヒノキ崩壊面積
点線　：　ヒノキ面積

ヒ
ノ
キ
林

の
面

積
　

(ha)

0        10        20        30        40        50        60   70        80        90       100
林齢　　　　　　　　　　　　　(yr)

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

ヒ
ノ
キ
林

の
崩

壊
地

面
積

　
(h

a)

0

10

20

30

40

崩壊

（A） （B）

図-4：1998年８月末豪雨により宇都宮大学船生演習林内で発生した崩壊分布状況
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図-5：日本の水害面積および森林蓄積の経年変化と両者の関係
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して宅地・他と農地の面積の合計の５年移動平均

を、森林蓄積として人工林と天然林の合計を表示

している。本図（A）より、森林蓄積の増大によっ

て水害面積が1990年あたりまで急激に減少し、そ

れ以降は横ばいの状態で推移していることが確認

される。なお本図には表示していないが、森林蓄

積は天然林・人工林ともに増大しているものの、

天然林に比べて生長の早い人工林による増大によ

る影響が大きく、かつ1990年以前は人工林の蓄積

が天然林を下回り、1990年を境に逆転しているこ

とを確認している。本図（B）は、図（A）に示した

経年変化の関係を、森林蓄積と水害面積の関係に

表示し直したものである。本図より、森林蓄積量

の増大とともに水害面積は減少していくが約32

億ｍ3（1990年の結果：森林面積 ha あたり約130

ｍ3）あたりを境に水害面積が定常に近い状態に

なっていることが確認される。

この結果は第１章の『はじめに』で紹介した太

田（2012）3）が述べている「森林飽和」の状態が

日本では1990年頃に達成されていることを別の面

から示唆している。なお林野庁のホームページ等

を見ると、日本の森林の多くが既に伐採可能な状

態にあることが分かる。本章で示した森林と水害

との関係を考慮にいれると、極めて大雑把な計算

ではあるが現時点の森林蓄積52億ｍ3から森林飽

和の状態である32億ｍ3を差し引いた20億ｍ3の森

林蓄積が水害を増加させない範囲で伐採できる状

態にあると言えるのかもしれない。

４．土砂災害発生リスクの評価と森林の

変遷について

ここまで最近と過去の土砂災害の違い及び森

林の変遷との関係について極めて簡単に記述し

た。そして防災対策において重要な事は、本誌読

者の大半が従事されている仕事に対して、これま

で記述した内容を如何に反映させるかということ

であろう。土砂災害発生リスクの評価に関してみ

ると、日本では国土交通省砂防部と気象庁の連携

による土砂災害警戒情報8）が全国的に展開されて

いる。これを簡単に述べれば、土砂災害を引き起

こす可能性のある降雨特性について、降雨のうち

地中に浸透したものを土壌雨量指数によって指標

化し、短時間降雨による影響を60分積算雨量で表

現し、両者を組み合わることによって土砂災害発

生リスクを評価する基本フレームを有す。なおリ

スク評価にあたっては客観性を担保するために

ニューラルネットワークを利用した RBFN 値が一

般に広く用いられている。この土砂災害警戒情報

の有効性については空振りの多さ等の幾つかの課

題はあるものの、これまでの運用実績から実証さ

れてきている。

筆者らは土砂災害警戒情報の基本フレームを維

持したまま、RBFN 値を図-1（B）で示したのと同

様に極値解析による再現期間で置き換える手法を

提案している9）。この手法を用いて1970年第後半

から現在までの土砂災害発生リスクの変遷を評価

した事例を図-6に示す。事例には気象庁 AMeDAS

の２地点のデータを使用し、本図（A）に最近の土

砂災害として紹介した2020年７月豪雨（図-2：

B-1参照）による結果を、本図（B）には過去の災

害として紹介した1998年８月豪雨（図-4参照）の

結果を含めて提示している。なお豪雨によって発

災した再現期間を赤塗りで、誘因となった豪雨名

称を赤字で示している。まず本図（A）についてみ

ると1982年長崎・熊本豪雨によって発災した豪雨

の再現期間が約75年であるのに対して、2020年７

月豪雨による豪雨の再現期間は約4200年であるこ

とが分かる。ただし図-2：B-1に示した広葉樹を

主体とした森林である熊本県芦北町田川地区での

災害について1982年当時は報告されていないよう

である。一方で本図（B）についてみると、ヒノキ

人工林の若齢林を中心に崩壊が多発した1998年８

月豪雨の再現期間は約40年である。その後の2019

年台風第19号（再現期間73年）によっても周辺で

はいくつかの災害が発生しているものの、1998年

消防防災の科学



－45－

のような多発的に集中した崩壊は発生していない。

これは1998年から2019年までの21年間による森林

蓄積の増加による影響である可能性が極めて高い

ことを意味する。

以上の結果は、再現期間40年から100年程度の

豪雨では森林状態の違いが崩壊の発生・非発生に

反映されるのに対して、再現期間が数1000年を超

えるような豪雨に対しては森林状態の違いは特に

反映されないため、人工林、広葉樹あるいは天然

林の別なく崩壊が発生する事を意味している。森

林の土砂災害防止機能には限界があることはよく

指摘される。これを逆から見れば、森林の変貌に

よる土砂災害防止機能の限界の推移を踏まえて土

砂災害発生リスクを評価することが、今後の防災

対策において重要となるのかもしれない。

５．おわりに

森林の土砂災害防止機能については、時代の流

れによる森林の変貌とともに議論の焦点が移り

変わってきている。このあたりについては川口

（1991）の「森林の山崩れ防止機能論議」10）に丁

寧にまとめられているので興味のある方は参照さ

れたい。最近では戦後の拡大人工造林によって植

栽された樹木が大径木化し、これが豪雨による崩

壊等によって中・下流部の河川に流出する被害の

拡大（いわゆる流木災害）に議論の焦点が移り変

わってきていると言えよう。また第１章の『はじ

めに』で述べたように、日本では気候変動の影響

により現在までの数10年間で豪雨の発生頻度・規

模が増大する傾向にあり、今後もその傾向が続く

可能性が高い。これらの事を考慮すると、土砂災

害発生の引鉄となる豪雨規模に対応した森林の土

砂災害防止機能とその限界について検討し、限界

を超える豪雨に対しての防災対策がより重要とな

る。その意味において、古来より脈々として受け

継がれている『治山治水』の思想を再び確認する

時期にあるのかもしれない（この一文は蛇足かも

しれないが、あえて記述する次第である）。最後

に本稿の内容が少しでも読者の皆様の参考になれ

ば幸いである。
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2020年７月、熊本県南部の球磨川と支川の氾濫

は、65人の生命を奪い、約７千の家屋を含む産

業・生活インフラに甚大な被害をもたらしました。

発災から半年が経ち、指定避難所は閉鎖されまし

たが、被災者は今も様々な形で避難生活を送って

います。熊本県全体で何らかの支援を必要とし

ている被災世帯は5,278であり、うち在宅避難は

2,614世帯、仮設住宅入居は1,841世帯です（熊本

県資料）。本稿では、災害直後から学生らとともに、

人吉市内（人口３万1500人）で被災者支援に継続

的に取り組む中で把握している、被災者の現状と

生活再建の課題についてお伝えします。

１．避難の現状

１）寒さに震える在宅避難者、改修後の課題も

最初に数の上で最大の在宅避難者の現状につい

てです。最低気温がマイナス４℃を記録した12月

22日、人吉市内でもっとも被害が大きかった地域

の高齢夫婦を尋ねました。この夫婦は、被災して

親戚宅に２ヶ月避難したのち自宅に戻り、これま

で３カ月間、全壊した住宅の２階で避難生活を

続けています。１階は玄関のサッシや壁が外れ

て、冷たい風が吹き抜けています（写真１）。妻

は「寒すぎて、夕方以降、布団をかぶっています」

と言われました。学生と私は、25日に再度訪問し、

「災害 NGO 結」の協力を得て、寒さ対策のため

に二階への階段に毛布のカーテンを設置する作業

を行いました。トイレは２階にありますが、１階

部分は２メートル近く浸水し、床も壁も剥がし

キッチンも風呂も撤去しています。カセットコン

ロで調理するもボンベの消費が早いこと、風呂は

市内の温泉に通うものの無料期間が12月末までな

ので夫婦で毎日500円以上払うのは困るなど、生

活の不便さを訴えていました。仮設住宅に入らな

かった理由を聞くと、妻が車を運転しないため遠

くには行けないから、とのことです。夫はすでに

定年退職しており新築するだけの資金がないため

リフォーム予定ですが完成は早くても春以降です。

リフォームでも生活再建支援金（200万円）の数

倍かかる費用の捻出が悩みと言われます。

私たちがこれまで支援してきた方の中には、７

月から10月にかけて被災した家屋の２階に暮らし、

ようやく11月中にリフォームを終えて以前の生活

を取り戻した世帯もあります。しかし、災害以前

から経済的にギリギリであった世帯にとって、改

修内容はキッチンや風呂、居室等の最低限のリ

フォームです。従前から地域とのつながりがない

特　集 令和２年７月豪雨

□熊本豪雨の被災者の避難生活の現状と課題

熊本学園大学社会福祉学部

教授　高　林　秀　明

写真１　在宅避難世帯の１階部分（12月25日）
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50代のパニック障害のある単身の方は生活リズム

も食生活も不安定な元の日常に戻りつつあります。

70代の母親と精神疾患のある50代のきょうだいが

暮らす世帯は、大黒柱の母親が気丈に住宅改修や

生活再建に動いてきましたが持病のヘルペスなど

健康不安を抱えたままです。とりあえず改修を終

えた世帯を含めて在宅避難世帯は人吉市内だけで

も1,600世帯以上に及ぶとみられています（熊本

県資料）。

２）不安を抱えるみなし仮設の被災者

私たちが支援を続けている方の中に、避難所生

活を経て８月から市外のみなし仮設（賃貸型仮設）

で暮らす方がいます。球磨川氾濫時、高さ２メー

トル以上の濁流の中で愛犬と５時間も庭木につか

まって命拾いしました。行政の調査では、家屋の

浸水深は176センチ、被害程度は「大規模半壊」

との判定でした（180センチ以上が「全壊」）。２

次調査の結果は損壊率48と聞いて（50以上が「全

壊」）、３度目の調査を依頼しました。10月半ば、

３次調査の結果は47と説明を受けました。損壊率

が下がった理由を市の担当課に聞いても納得でき

る回答を得られませんでした。

そこで、今度は熊本県の担当課に相談に行くと、

次のような説明でした。①水害の家屋被害調査で

は２次調査以降は１次判定よりも高い点が出るこ

とは少ない、②内閣府の調査マニュアルは大変厳

しい基準となっているのでマニュアル通りに調査

すれば現在の判定レベルにはならない（よって市

町村は被災者寄りの調査をしている）、③調査員

研修において同じ被害家屋を複数の班が調査した

際に結果は班（調査員）によってかなりの違いが

生じた（そのためバラツキを補正するために調査

後に役場で調査票原本の検証をする）などです。

①と②は調査制度そのものに関わる基本的問題で

あり、③は運用上の問題です。このような制度で

は被災者と市町村との間に調査結果をめぐる対立

や被災者が納得できない状況を生んでしまいます。

この被災者は市役所との交渉の中で深く傷つ

き、睡眠薬を服用しなければ寝られない程に不安

定な精神状態に陥っています。みなし仮設の入居

から５カ月が経ちますが、行政や地域支え合いセ

ンターからの連絡や訪問はありません。この方は

最近「ボランティアの皆さんとのつながりがなけ

れば、私は心配事で悩んで孤立して、とっくに引

きこもっています」と言われました。人吉市の仮

設住宅の数は、みなし仮設（賃貸型仮設・市営住

宅）が建設型仮設を上回っています。みなし仮設

は住み慣れた地域を離れてバラバラに居住し、地

域とのつながりが乏しいため、個別の相談対応と

ともに孤立を防ぐ支援が課題となります。

３）建設型仮設の課題

人吉市内で建設された13の仮設団地は、すべて

コンクリート基礎の木造であり、かつての仮設住

宅と比べて、その居住性は大きく改善されていま

す。私たちは、９月５日に初めて建設型仮設を訪

問しました。入居者は、２、３カ月からそれ以上

の期間、避難所や在宅での避難生活を送ってきた

人たちであり、心身ともに疲れ切っていたり、持

病が悪化するなど健康状態が悪い人たちが少なく

ありませんでした。避難所や在宅で避難しながら

日中は自宅の片付けや泥だしをする中で病気とな

り入院を経験した人たちもいました。

お話を聞く中で、いくつもの課題を知りました。

①家財がすべて浸水し泥を被ってしまったために

食器類、冬服、靴、暖房器具、杖、補聴器など日

用品や家電製品などの不足、②高齢者の中には玄

関前の階段がのぼりにくい、車椅子の方はトイレ

も風呂もキッチンも車椅子対応でないため使うた

びに苦痛、③自家用車がない人にとってはスー

パーや病院が遠くて移動に困る、国民年金なので

週１回のタクシー代（往復2000円以上）は大変と

いう訴えもありました。また④同じ仮設団地の人

を知らない、隣の方とも交流がないなど交流への

要望が非常に大きいと感じました。
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私たちが継続的に訪問している世帯に、当初か

ら体調不良を訴えている80代の夫婦世帯がありま

す。２階まで浸水した自宅兼洋裁店を今後どうす

るかを決め切れないでいます。人吉市と交わした

貸借契約書には仮設住宅の「使用期間は令和４

（2022）年８月まで」と明記されており（延長に

関する言及・説明はない）、そのことが不安をいっ

そう強めています。従前の特定非常災害では仮設

住宅供与が延長されることが多いとはいえ、住宅

再建まで仮住まいを保障する制度（約束）がなけ

れば被災者は不安を抱えざるを得ません。

２．コロナ禍での支援の遅れと生活再建

の課題

１）コロナ禍でのボランティア

コロナ禍の中での大規模災害となった熊本豪雨

は、災害ボランティア活動に影響しました。全国

社会福祉協議会などが県外でのボランティア活動

の自粛を呼びかけ、被災地の自治体もボランティ

アの受け入れを10月後半まで県内在住者に限定し

ました。そのため、熊本豪雨のボランティアの数

は2016年の熊本地震の４割程度にとどまっていま

す（熊日2020年10月15日記事から推計）。被災家

屋数は熊本地震より少ないとはいえ、水害は１軒

当たりの活動者数は地震の数倍必要となることか

らも、ボランティアの数は不足しました。他方、

土砂出しや家財の片付けをコロナ禍で仕事が減っ

た地元の企業に行政が委託するという動きもあり

ました。それでも過去の災害と同様に担い手の中

心はボランティアです。現在も人吉市内では壁剥

がしなどのニーズがあり、災害ボランティアセン

ターが継続的に動いています（ボランティア受け

入れは土日のみ）。

発災２日後から現地入りして泥出しなどを継続

してきた私たちグループは10月13日から建設型仮

設での交流会「つながるカフェ」を始めました（写

真２）。当初、私たちは発災後から在宅避難世帯

の支援を行っていたこともあり、建設型仮設での

活動は予定していませんでした。また、熊本地震

の時のように様々なボランティア団体が集会所を

利用して交流会を行うなど、建設型仮設に支援が

集中するだろうと考えていました。しかし、その

ような動きはなく、前述のような被災者の多くの

ニーズを考えて、地元の校区社会福祉協議会と連

携しながら建設型仮設での交流会に着手しました。

仮設住宅での交流支援においてもコロナ禍でのボ

ランティアの不足を痛感しています。

２）地域支え合いセンターの課題

市社会福祉協議会が受託し10月末に開設された

地域支え合いセンターは、常勤職員10人と非常勤

職員として主に民生委員等20人（合計30人）を雇

用し、11月に戸別訪問や交流会等の支援活動を始

めました。

みなし仮設は発災後の７月から市内外の賃貸物

件に順次入居しており、ようやく始まった訪問と

いえます。みなし仮設の交流会は現在、支え合い

センターと連携しながら、私たちが企画していま

すが、実施は早くても2021年３月です。建設型仮

設13団地のうち、９月下旬までに５団地が、10月

中に３団地が完成しました。市が仮設団地の自治

会結成を呼びかけたのが11月の４週目以降でした。

集会所の利用手続きが決まり交流会のために利用

できるようになったのは12月半ばです。在宅避難

者や親戚宅等に避難している世帯については、支

写真２　建設型仮設での交流会（11月10日）
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え合いセンターが一世帯一世帯の居住場所や避難

状況を確認していく作業から始まります。地域住

民やボランティア等とも連携の会議を持つなど、

支援漏れがないように多様な主体の協力・連携が

求められます。今回、コロナ禍での高齢者が多い

過疎地での災害であり、ボランティアも不足する

中、コーディネーターとしての社会福祉協議会（地

域支え合いセンター）の役割はより重要になって

います。人吉市に限らず、平時からの職員体制の

拡充と災害時の対応への準備が必要といえます。

３）すべての被災者が安心できる住宅保障を

11月18日、熊本県の蒲島郁夫知事は川辺川ダム

の建設を表明しました。12年前の蒲島知事の決断

（ダムによらない治水）の180度転換です。新聞社

等の調査によると、被災地におけるダム建設の賛

否は拮抗しています。急務なのは次の梅雨までに

河床掘削を進めることですが、その具体的な動き

は見えません。応急修理制度や公費解体の申し込

み期限が迫る中で、被災者の多くは洪水対策への

不安と住宅再建費確保の難しさのため、住宅再建

の方向性の決定に悩んでいます。

この災害から応急修理制度と仮設入居（原則

６ヵ月間）の併用が可能となり、生活再建支援法

に中規模半壊が設けられるなどの改善もあります

が、多くの被災者は住宅再建に不安を抱えていま

す。その一つは応急仮設の原則２年という期限で

す。恒久的な住宅に転用できるほど応急仮設の質

が改善されたことから、建築基準法適用除外を理

由にした２年という期限は根拠が薄くなっていま

す。立地のよい建設型仮設では少なくない被災者

が「仮設といっても静かで温かくしっかりした住

宅なので低家賃であればこのまま住み続けたい」

と語っています。次の梅雨時の球磨川の水量を見

てから、元の場所に住宅再建をするか決めたいと

いう声もあります。また、80代後半から90代の高

齢者は仮設住宅が終の住処となるかもしれないと

思っている人たちもいます。何よりも被災者に

とって今の生活の安心が必要であり、焦ることな

く住宅再建の方向を決定できることが大切です。

そのために仮設住宅に期限を設けずに利用継続を

保障すること、建設型仮設を恒久的な公営住宅に

転用するという見通しを早期に示すことが必要で

す。同様に、みなし仮設には建設型仮設の恒久的

公営住宅転用後と同水準の家賃補助（住宅手当）

を新設すべきです。

地域の再生・復興の過程で、被災者の健康の回

復・増進が何よりも大切であり、そのためにも避

難生活の安定と安心が必要です。今後も避難生活

の安心に少しでも力になれるように学生と共に活

動を続けていきます。
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１．はじめに

ここ数年だけをみても、2017年九州北部豪雨、

2018年西日本豪雨、2019年台風19号（令和元年東

日本台風）、2020（令和２年）７月豪雨など、大

規模な被害をもたらす水害が多発している。これ

らの水害では、公共構造物や家屋などの物的な被

害だけでなく、死者・行方不明者も発生している。

豪雨や台風といった水害を起こすハザードにつ

いては、昨今様々な場面で「観測史上最大」「観

測史上１位の値を更新」などが聞かれるように

なっている。このことは、過去の経験にもとづく

外力レベルで設計・施工されたハード整備では、

「防ぎきる（物理的被害そのものを出さない）」こ

とは不可能であることを示している。すなわち、

ハード整備のみでは、すべての「いのちを守る」

ことはできず、個人・地域・組織の事前の備えや

災害対応といった機能が「いのちを守る」ために

必要であることが自明である。言い換えれば、「優

れた避難対応」が個人・地域・組織に求められる。

死者・行方不明者といった人的被害が水害にお

いて多発していると冒頭で述べた一方で、水害に

見舞われつつも、「犠牲者ゼロ」だった地域も存

在する1），2），3）。前述したことに照らし合わせれば、

それらの地域では、「優れた避難対応」がとられ

たということになる。令和２年７月豪雨（熊本を

中心に被害が出た７月上旬ではなく、７月27日～

29日にかけての豪雨。以下、７月豪雨）で被災し

た山形県大石田町と大蔵村では、最上川堤防から

の越流によって、それぞれ外水氾濫が発生した地

域であるが、「犠牲者ゼロ」であった。著者は両

町村にて、2020年８月４日に調査を実施した。本

稿では、そこに見られる「犠牲者ゼロ」の要因を

述べていく。

２．大石田町における避難対応

大石田町では、最上川での河川氾濫が３箇所確

認されている。河川氾濫に見舞われた同町の川端

地区（行政区）での対応を区長の佐藤輝夫氏、町

の対応を総務課長・高橋慎一氏から伺った。

佐藤氏は、７月28日当日、区長としての全戸へ

の避難の呼びかけを行っている。16:30頃に、庁

内では、高齢者等避難開始・避難準備情報が発令

された。その後、最上川を目視していると、ゴミ

が多く流れているなど、普段とは川の様子が異な

ることを認識した。それを契機に、行政区内の全

世帯に訪問を行い、避難の呼びかけを行った。最

初の呼びかけでは、避難しない世帯もいたという。

３回巡回したところで、18:00頃の時点で行政区

内すべての世帯が避難してくれたという。しかし、

22:00頃、１世帯（後期高齢者とその子）が自宅

に戻るという事態も発生した。佐藤氏は、山形県

や新潟県で甚大な被害が発生した1967年羽越水害

を20代で経験している。その後、最上川の河川堤

防の整備がなされたが「それでも心配だった」と

特　集 令和２年７月豪雨

□山形県内での令和２年７月豪雨における避難対応

最上川氾濫域における犠牲者ゼロの事例

東北大学災害科学国際研究所人間・社会対応研究部門

准教授　佐　藤　翔　輔
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いう。

高橋氏からうかがった大石田町役場の対応経過

を述べる。同氏は、７月28日12:30に庁内でモニ

タリングできる国土交通省の「最上川中流水位予

測システム」にて、17ｍを超えるという予測値（７

月29日2:00-3:00頃）を役場職員が覚知した。こ

の段階において、過去の最大実績（前述した1967

年羽越水害で観測した16.87ｍ）を上回ることを

確信したために、河川水位は避難情報の発令基準

に到達する前に、「前倒し」の発令を行った。ま

た、通常は屋外防災行政無線によって「声」でア

ナウンスを行うが、今回は「いつも」は使用しな

い「サイレン音」も使用して、避難情報の発令を

行った（16:30　避難準備情報、18:00　避難勧告、

19:30　避難指示（緊急））。住民からは、「普段は

鳴らないサイレンを聞いて、危機感をあおられて

逃げた人がいた」という旨の発言、前述の佐藤氏

から得られている。

また、迅速な避難対応につながった要因に、７

月上旬の球磨川の氾濫により、熊本県で甚大な被

害が発生した同じ令和２年７月豪雨の存在があっ

た。最上川も球磨川も「日本三大急流」と言われ

ている。熊本での甚大な被害を受けて、「日本三

大急流が被災した」「日本三大急流は、球磨川だ

けでなく、ほかに最上川も」という報道を何度か

受けたことで、比較的、危機感が高まっていたと

いう。これは、両氏からも同様の趣旨の発言が得

られた。マスメディアの報道が「当事者感を醸成

した」良い事例であると言える。

３．大蔵村における避難対応　

大蔵村では、最上川の白須賀などで外水氾濫が

発生した。村の対応を危機管理室長・佐藤克也氏

から伺った。大蔵村役場では、河川水位の上昇の

ほか、土砂災害発生の危険性が高まってくるとい

う予測を受けて、山間部の住民に個別的に電話や

現地職員によって個別的に避難準備情報、避難指

示を伝達した。これは、山間部であるために、一

斉型の発信が適さないためである。 

７月28日23:30頃には村の中央公民館避難所に

900名近くが避難していたという。避難所で長時

間、住民が待機していると、「もういいんじゃな

いか」「いつまで待たせるのか」と、住民が家に

戻りたいと申し出たり、苛立つ状況が発生してい

たという。そこで、村役場では、河川の水位がい

まだ危険であることを「紙チラシ」（図１）の掲示・

配布によって丁寧に説得し、避難の継続（待機）

を促していた。

４．「犠牲者ゼロ」の要因と課題を考える

大石田町と大蔵村での事例を踏まえると、迅速

な避難行動や犠牲者ゼロの要因は、次のようにま

とめられる：

1）避難行動を促すための呼びかけが戸別訪問等

によって、きめ細かく個別的に行われた。

図１　避難所にいる住民に最上川が依然として危険で

あることを周知した紙チラシ

（裏面は河川水位を示すグラフ）
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2）行政からの避難情報の発令・周知が普段とは

異なる方法で行われた。

3）過去の水害の経験・記憶が継続しており、そ

れが行動の契機になっている。

なお、これら３つの要因は、筆者が別途の調査

研究で把握している、同じく犠牲者ゼロであった

2019年台風19号（令和元年東日本台風）における

宮城県大郷町（中粕川地区）において同様の傾向

を確認している。大郷町中粕川の場合では、町か

ら高齢者等避難開始・避難準備情報が発令された

後、区３役、消防団、班長らが中粕川公民館に参

集し、その後、班長等による区内の全戸訪問が実

施され、「避難意向の確認」が行われた。実質的

に、これが避難行動を促す「追い出し」につなが

り、夜間にも２巡目の訪問を行うことで、一部世

帯を除いて避難が実施されている2）。大郷町内に

は、防災行政無線の戸別受信機が全世帯で導入さ

れている。これを通じた避難情報の発令において、

役場側で音量を強制的に上げる遠隔操作を行った

上で避難情報が伝達された。住民からの聞き取り

では「いつも（の大雨）とは違う」ことを想起し、

避難行動を開始したという発言が得られている2）。

大郷町の住民は、過去に1947年カスリーン台風、

1948年アイオン台風、1986年8.5水害を経験して

いる。２つの水害に見られた「犠牲者ゼロ」の３

つの要因の観察は、今後も継続していく予定であ

る。 

この「犠牲者ゼロ」の状況は、手放しでは喜

べないと考えている。これらの事例（要因）に

は、大きく２つの課題が存在する。一つ目の課題

は、地域組織の呼びかけや、いつもとは異なる避

難情報の発令・周知方法があったことは、優れた

共助・公助があったためであるという可能性は否

定できない。実際に、一巡目の呼びかけでは避難

しなかった人が存在したり、いつもとは違うかた

ちで避難情報を認識したために危機感が煽られた

人も存在する。もう一つの課題は、いずれの地域

も「過去の水害経験」が存在していることにある。

ハザードが激化するなかで、災害の経験がない地

域（これまで災害が起きなかったような地域）に

も起こり得る。なるべく共助・公助に依存しない、

かつ水害経験のない地域への波及について、今後

も検討していく必要がある。
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コロナ禍における災害ボランティア

大阪大学大学院人間科学研究科教授　渥美公秀

新型コロナウイルス感染症が蔓延する中で水害

が発生した場合、被災した人々への支援をどう展

開すればよいか。この大切な問いにまだわれわれ

はうまく解答を見いだせずにいる。阪神・淡路大

震災以来社会に定着した災害ボランティアにも戸

惑いが広がる。新型コロナウイルスに感染させて

しまうリスクと感染するリスクを考慮すれば、被

災地に赴いて災害ボランティア活動をすることは

慎むべきだという議論がある。一方、新型コロナ

ウイルスに加えてさらに水害で困っておられる

人々を見捨てるわけにはいかないのだから、こん

な時こそ感染予防を徹底した上でボランティア活

動を展開すべきだという議論もあった。こうした

判断は、科学的根拠、政治的判断、倫理的熟慮、

経済的条件など極めて多様な判断過程を経てなさ

れ、かつ、その判断が社会的に受容されるかどう

かといった極めて現実的な判断として成立するの

で、一概に現地に行くべきだとか、行くべきでは

ないと決めることは困難であるし、定型の議論も

整ってはいない。

2020年７月の令和２年７月豪雨災害に被災した

熊本県では、社会福祉協議会によって、災害ボラ

ンティアは県内からの参加に限定された。全国災

害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）

も強制力をもたないとしながらも歩調を揃えた

（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク、

2020）。地元でも、７月下旬の現地の新聞による

県内1434名へのアンケート調査では、災害ボラン

ティアを県内在住者に限定すべきであると応え

た人が「限定すべき」（25.1％）、「どちらかとい

えば限定すべき」（45.0％）となって7割を越えた

（熊本日日新聞、2020）。その結果、県外から大挙

してボランティアが被災地に入ることはなく、専

門性の高い人々や地元にご縁のある一部の方々が

ボランティアとして支援を展開した。

被災地に来ないでという声を受け取った県外の

災害 NPO などは、もちろん、手をこまねいてい

たわけではなく、現地で活動するボランティアへ

のリスペクトを表明しつつ、遠隔地から支援を展

開した。例えば、過去の水害でご縁のあった保育

所に子どものおもちゃなど希望のあった物資や手

作りマスクを届けたり、東日本大震災や2018年西

日本豪雨災害の経験をもとに現地から被災した写

真を送ってもらって洗浄するなど様々な活動を展

開した。また、インターネットを活用した支援情

報の交換なども活発に行われた（渥美，2020）。

被災地に行ったボランティアも行かなかったボ

ランティアも被災地に想いを馳せて様々な支援活

動を展開した。ただ、両者が互いの活動を尊重し

合ったかというと、実はそうとも言えない面も垣

間見られた。例えば、SNS などを通じて、現地に

行った人々が行かなかった人々から批判され、反

対に、現地に行かなかった人々が現地に行った

人々から非難されるという事態が生じた。両陣営
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に分かれた激論が続き、双方が対立を深めて消耗

していくという虚しい現象が発生したのも事実で

ある。

実は、この論争には、表面的ないわゆる“炎上”

では済まされない深刻な問題が潜んでいる。感染

というリスクを盾に、災害ボランティアという市

民の活動を統制しようとする権力が顕わになり、

民主主義の根幹をも揺るがすような事態に陥って

いることを看過してはならない。この問題は別稿

（渥美、印刷中）で検討しているのでご参照頂く

こととし、ここでは、コロナ禍における水害と災

害ボランティアに焦点を当て、災害ボランティア

の意義を改めて確認してみたい。

１．災害ボランティアが被災地に行かな

いとしたら

コロナ禍で発生した水害の被災地には、災害ボ

ランティアが全国から駆けつけないという事態が

発生した。もちろん、遠隔地からの支援は行われ

ているし、インターネットを通じた支援活動も展

開される。しかし、被災地では災害ボランティア

の数が圧倒的に少ない。

こういう状況が続いた結果、現地に古くから存

在した互助システムが作動する可能性が浮上して

いる。現地からのレポートによると、被災地では

神社や商店の一角に物資等を自由に持ち帰ること

のできるようにして置いていることがあり、これ

が相互の助け合いのシステムとして機能している

ようである。また、水害から２ヶ月半を過ぎた時

期に仮設住宅で住民有志によるバーベキューイベ

ントが行われたところがある。通常ならこの時期

に災害ボランティアがこうしたイベントを開催す

ることが多い。そして、仮設の住民の主体的な活

動（有志による活動）が求められると評したりす

る。しかし、今回は、災害ボランティアが行かな

いことによって、自ずと有志が現れてイベントを

開催するという互助が行われたという。

もちろん、圧倒的に災害ボランティアが少ない

ことによって、被災地の人々は片付けをはじめと

する重労働に疲弊し、復興へのあきらめさえ生じ

かねないという点は決して忘れてはならない。少

なくとも一時的には泥かきやがれき処理という作

業が必要であり、それは災害ボランティアが関わ

ることによって加速する。県内に限定するにせよ、

災害ボランティアセンターのみに依存せず、支援

活動の広範かつ細やかな展開が求められることは

言うまでもない。

ただ、災害ボランティアが行かないことで地域

社会の伝統的な、あるいは、伝統とまでは呼べな

くても、災害前に地域に存在していた互助システ

ムが復活するのであれば、そこにほのかな希望を

見いだすことはできないだろうか。言い換えれば、

これまで災害ボランティアが駆けつけることに

よって、地域社会の古層にあった互助システムや

声をあげず静かに活動している人々の助け合いの

動きが抑圧されていたのだとしたら、これを機に

今後は地元のシステムにもっと注目した地域防災

活動が展開できる可能性が見えてきはしないだろ

うか。

災原病からの回復

ここで災害ボランティアが駆けつけない事態の

ポジティブな面を考察しておこう。1995年の阪

神・淡路大震災以降、災害ボランティアを含む災

害対応システムが成立し、救援、復興、防災はそ

れなりに機能するようになった。しかし、約25年

間にわたって多発した災害を経験する中で、災害

対応は災害ボランティアを含む災害対応システム

の専権事項であるかのように定着してしまった。

その結果、少し極端に表現すれば、元来地域社会

が有してきた救援の仕組みや、声高に叫ぶことな

く地味に遂行されてきた互助活動が見えづらく

なってしまった。さらに極端に言い換えれば、よ

かれと思って活動し、被災者に寄り添うと言って

いる災害ボランティアが、まさにその被災者から
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力を奪い、さらに声を出せなく抑圧しているとい

う場面を想定すればよかろう。

こうした現状は、イリイチ（2015）が医療や

教育場面で指摘した医原病、教原病になぞらえ

て「災原病」に陥っていると診断することができ

る。災原病とは、災害対応という制度や規範の登

場による災害対応の硬直化を示す造語である。す

なわち、災害が多発する中で、災害対応を行う主

体（災害ボランティア）が立ち現れ、その効率的

な運営を担う機関（災害ボランティアセンター）

が成立し社会に定着した。しかし、災害対応制度

の充実の結果、マニュアルに拘泥する災害ボラン

ティアが生産され、かえって柔軟な災害対応が抑

圧されてしまうという災原病に罹患した事態が起

きている。災原病に罹患していても、行政は、公

助の範囲を絞り込み、地域コミュニティにおける

自助や、災害ボランティアを含む共助を推奨し、

見かけ上は災害対応がつつがなく完了しているよ

うに見えてしまう。その結果、災害対応システム

の改善は起こりにくい。結局、災原病の悪循環か

ら抜け出すことが困難な状況である。

イリイチの比喩に沿うならば、まず災原病の実

態（病状）を把握して原因（病因）を突き止め、

そこから脱するための転換手法（治療法）を現場

の人々とともに開発して、地域社会に適用（治

療）するとともに、持続的な展開が可能となるよ

うな実践的な手法（予防法）を脱災害ボランティ

アに関する共創知が求められている。コロナ禍の

災害ボランティア活動は、こうした事柄の再検討

の重要性と災害ボランティアおよび地域社会の可

能性に気づかせてくれる。

２．それでも災害ボランティアに行くの

はなぜか

コロナ禍の水害被災地に行くには、感染リスク

の考慮が最優先であろうし、仮に災害ボランティ

アが被災地に行かないとしても災原病の緩和へと

繋がる可能性も示されたのであれば、もはや災害

ボランティアは不要ということになるのだろうか。

ここでは、災害ボランティアは結局何をするため

に被災地に駆けつけるのかという原点の問いを改

めて考えてみたい。

筆者は、「ただ傍にいる」ことこそが災害ボラ

ンティアの本質であると様々な場面で強調してき

た（例えば、渥美、2014）。ところがコロナ禍に

おいては、傍にいることこそが他者に脅威となる。

徹底的な感染予防を施したとしても、不安は払拭

できない。となれば、いったい、そこまでして災

害ボランティアが被災地に行こうとするのはなぜ

だろうか。また、そもそも災害ボランティアは現

地でいったい何をしているのだろうか。

大災害が発生した後の報道では、泥かきをする

ボランティアの姿やがれき処理をするボランティ

アの姿、さらに、炊き出しに奔走する姿などが注

目される。しかし、前節からもわかるように、こ

うした作業は、大変ではあるが、地域社会でもあ

る程度こなせる作業でもある。また、業者や経験

に富んだ NPO を投入すれば（それだけの資金が

補助されれば）、専門性の高い人々によって取り

組まれる作業となる。つまり、災害ボランティア

でなければできない作業ではない。だとすれば、

こうした作業を行うだけであれば、災害ボラン

ティアの存在意義が疑われそうではある。

新しい人間関係の存在を

結局、災害ボランティアにしかできない、災害

ボランティアならではの活動とは何だろうか？実

は、それこそが、「ただ傍にいる」ということで

ある。災害ボランティアは、（本来であれば）県

内だからという理由ではなく、遠くからでも、時

間をかけてでも被災地を訪れ、いわば無根拠に、

被災者のただ傍にいて、長らく関わる。そこには

金銭のやりとりが生じないばかりか、金銭のやり

とりでは味わうことのない充実感がお互いの間に

漂う。このように、災害ボランティアは、不特定
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多数の人々に無根拠で贈与していく存在なのであ

る。このことを象徴的に示す言葉が「ただ傍にい

る」である。

われわれの日常生活においては、通常は、何か

をするために人と接触する。ただ傍にいるといっ

たことは、日々忙しく効率を高めることに邁進す

る中で、あまり起こらないし、好ましくもなかろ

う。言い換えれば、効率優先の社会において、た

だ傍にいるというのは、極めて非日常的である。

だからこそ、災害ボランティアがただ傍にいると

いうことは、効率や利得といったことに縛られな

い別の人間関係の可能性を示唆する契機となる。

大仰に言えば、災害ボランティアがただ傍にいる

ことは、社会のなかで隠蔽されて覆われてしまっ

てきた人間関係の萌芽を改めて感得する契機とな

る。

災害ボランティアは、泥かきをする労力だけで

はない。そうではなく、災害後の新たな社会構築

の場面において、新しい人間関係の可能性を告げ

る活動である。そこに新しい連帯の意義を見たい。

つまり、災害ボランティアは、「ただ傍にいる」

という単純なことが、日常ではあり得ない関係で

あっても、存在しうることを伝えるために現地に

行く。感染リスクと天秤にかけるのはこのことで

あろう。

コロナ禍は、災害ボランティアが地元住民のも

つ潜在的な力を抑圧して災原病を招いた可能性が

あることを反省する機会となっている。また、コ

ロナ禍は、効率的な活動や秩序だった活動ばかり

を重視する風潮に支配される災害ボランティアの

現状をもう一度原点からしっかりと見つめ直し、

災害ボランティアならではの人間関係のあり方を

改めて考える機会となっている。実践的には、当

面、感染リスクを軽んじるわけにはいかないが、

感染リスクが下がったときのために魅力的なフ

レーズ （例えば、GOTO 災害ボランティア）を準

備しておけば、実は、天秤は簡単に傾くのかもし

れない。
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ＰＲの真義

“おこもりぐらし”を忠実に守っている。その

間いろいろと考えた。最も頭の中を占めたのは

「コミュニケーション」のむずかしさと、住民の

意識改革の至難さだ。約五〇年近く前に都庁にい

て、この仕事に専念した。テーマがあった。「都

政の主人は都民である」ということの、都政関係

者への普及と、都民への自覚の促しだ。マスコミ

にも頼んで（パブリシティ）いろいろ努力したが、

現在でもその成果が挙がったとは思えない。シジ

フォスの神話で山路の斜面を石を押し上げるよう

な歯がゆさがいまだに残っている。

“おこもりぐらし”で「ではこの仕事で苦労し

た歴史上の人物はいなかっただろうか」と物色し

てみた。この仕事というのは、“ＰＲ”のことだ。

“パブリック・リレイション”といわれ“公衆関

係”と訳される。正直云ってこの訳では何のこと

かわからない。作業としては“アウトプット（出

力・広報）と入力（インプット・広聴）のフィー

ド・バック（それも広聴によって広報の逸（は

やり）を抑制して）、住（国）民の意識を変える。

ということのようだ。

私は広報室長の時、大手の広告会社の社長の書

いた本からこのことを学んだ。つまりＰＲは宣伝

ではない。行って来いのノコギリ的意識の作業だ

ということだ。それによって“大衆”を“公衆”

の位置にアウフヘェーベン（止揚）することなの

だ、ということを。

この事業に積極的に取組んだ人物を探した。見

つかった。後藤新平だ。

後藤新平といえば“都市づくり”の権威で大正

12年９月の関東大震災の後の「東京の復興」に

努力した人だ。「東京の復旧ではなく復興だ」と

云った。復旧は「元の姿に戻す（旧姿の復元）

だが、「復興は違う。創造性を新しく加えること

だ」と新平は云った。

震災では、橋が少ないために被災者の多くが隅

田川に飛び込んで死んだ。川の水が熱湯化してい

たからである。このことに痛ましさを感じた新平

は、数本の橋を架ける計画を立てた。この時のか

れは内務大臣で、自ら立案し新しく設置した復興

院の総裁だった。

“都市づくりに寄せる夢の一端を実行する。画

家に橋のデザインを描かせたことである。「橋は

単に渡る施設ではない。観賞に耐える文化性を備

えなければならない」。

新平の“橋の哲学”だ。

実際に画家に「自分ならこういう橋を架けた

い」という想像図を描かせ、それを技術家に渡し

て「参考にしてくれ」と告げた。語調は「参考に

してくれ」ではなく「この絵のような橋を架け

ろ」だったかも知れない。

よく知られているように、かれの東京復興には、

「近代国家日本の首都としての東京」

のイメージがあった。

「国家衛生原理」のＰＲ（一）・後藤新平

作家　童　門　冬　二

連載
講座
第 49 回
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「西の京都をただ東に移した」

東京だとはかれは考えていなかった。

「世界に誇れる日本国の首都東京の創造」

をめざしていた。だから橋一本といえども簡単

にはかんがえない。

「一本一本が芸術作品である」

あるべきだと考えていた。

“医学普及”の汎国民的努力

“大風呂敷”といわれ、計画も予算も十分の一

に縮小されしまった“復興計画”の中でも、数本

の橋の架橋や昭和通りの施行は残った。隅田川に

架けられた橋のデザインは一本一本が独創的だ。

前置きが長くなったが、都市づくりに天才的な

閃きをみせる後藤新平が、生涯を通してやり遂げ

たい、と希った事業がある。

「医学思想の普及」

である。そのＰＲだ。

都市づくりはいわば“ハコモノ”による夢の実

現で、ジャンルとしては“ハード”に入る。ＰＲ

は人間の意識に関することだから、“ソフト”に

入る。意外に思われる方がおられるかも知れない。

しかし新平にとって、都市づくりはいわば容器

（いれもの）づくりであって、かれにとって重要

なのは、

「その中に入る中身即ち住民」

なのだ。東京においては「東京市民」が大切な

のだ。

折角、新しい創造性を駆使して、

「世界に誇れる首都」

を造っても、住む市民が「誇りをもって住みこ

なせるかどうか」も含めて、かれにとって「医学

の普及」は大切な事業であった。

「国家衛生原理」というかれの著作が、その拠る

べき原典だが、この本での主張が新平の事業の根

幹だ、といってもいいだろう。

東京復興も台湾統治も満鉄の経営も、ＮＨＫの

育成も、ひとつひとつ取りあげれば、

「ひとつの事業が、それぞれひとりの人間のすぐ

れた能力を必要とする」

ような性格と内容を持っている。かれに系統的

な学歴はない。

「かれが最も嫌ったのは東京大学法学部の出身者

であった。しかし“人材発見と登用の達人”とい

われるかれが、最も多くの人材を発見し、登用し

たのも東大法学部出身者であった」

というカラカイ半分のような評が残されている。

“おこもりぐらし”中に私が発見したのが、「国民

への医学の普及」であり、そのために行なったか

れのＰＲの数々だ。考えようによっては、

「かれの行なった諸事業もすべてＰＲの一環では

ないのか」

とさえ思えるのである。

お読み下さる方の中にはおそらく、

「問題設定が大袈裟すぎる」とか、

「医学の普及が汎国民的テーマなのか」

等々、お叱りを含めたご批判をお持ちだろうと

思う。しかし私は、私が“おこもりぐらし”中も、

寧日なく近くの道路をサイレンを鳴らしながら病

院に向う消防庁の救急車や、その救急車が搬送し

た感染者は、スムーズに受け入れられだろうか等、

ヒトゴトとは思えない（いつでも自分のことにな

る、そしてなっても不思議ではない、今はそうい

う世の中なのだ、例外は全くない）、という自覚

と不安を考えると、今回提起する、

「後藤新平の“医学普及のＰＲ”の考察も、全く

無縁ではない気がするからである。

 （この項つづく）
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連 載

講 座

１．正しくイメージできなければ正しく

対応できない

多くの防災研究が「災害イメージ」が重要だと

たびたび指摘しています。それは、災害に正しく

対応するには災害に対する正しいイメージを有し

ていることが前提となるからです。当たり前過ぎ

て拍子抜けするかも知れませんが、災害対策を検

討する際の最も基本となる考え方です。

しかし、現実において私たちは自分の限られた

経験の範囲内でものごとをイメージしがちです。

同じ個人が何度も大きな災害を経験するというこ

とは滅多にありません。このことが、個人の災害

イメージに偏りをもたらします。

たとえば、震度６強以上の地震の体験者と、せ

いぜい震度５程度の地震体験しかない人とでは、

地震災害のイメージは大きく異なる可能性があり

ます。「可能性があります」としたのは、大きな

地震体験のない人でも、震度６強以上の地震災害

の映像や記録を「我がこと」として学べばリアリ

ティを持ってその世界をイメージできるようにな

るからです。

しかし、「大きな地震体験」も「学び」もない

人には震度６強以上の世界をイメージすることは

困難です。その結果、震度６強以上の地震に遭遇

したときに大慌てし、最悪の場合は命さえ落とし

かねません。

津波についてはどうでしょうか？　2011年３月

11日に発生した東日本大震災では、東北地方を巨

大津波が襲いました。そのときの津波映像を見て、

「自分の津波イメージの間違いや甘さ」に気づき、

「もしそのとき渦中にいたら��」と寒気を覚え

た人が大半だったはずです。

それでは、風水害についてはどうでしょうか？

　実は、風水害でしばしば問題とされる「正常性

バイアス」（連載第97回参照）も、究極のところ

風水害に対するイメージの偏り（バイアス）から

もたらされるといっても過言ではありません。

結局のところ、災害に限らずあらゆる危機事象

に正しく対応するためには、その危機事象に関す

る正しいイメージが前提となるということです。

２．「気象庁震度階級関連解説表」を活

用して地震を正しくイメージする

1995年１月17日に発生した阪神・淡路大震災で

は、広い範囲で震度６以上、７市町村で震度７を

記録しました。また、2011年３月11日に発生した

東日本大震災では広い範囲で震度６強、１市で震

度７を記録しました。このように震度６強程度の

揺れをもたらす地震は日本のどこでも発生する可

能性があることから、現在では震度６強以上を想

地域防災実戦ノウハウ（106）

― 正しくイメージできなければ正しく対応できない ―

Blog 防災・危機管理トレーニング
（http://bousai-navi.air-nifty.com/training/）

主　宰　日　野　宗　門
（消防大学校　客員教授）
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定して対策を立てるのが常識となっています。

それでは、震度６強の世界とはどのようなもの

でしょうか？　このことを考える際に役立つのが

「気象庁震度階級関連解説表」（以下「気象庁解説

表」）です。皆さんは気象庁解説表をご存知だと

思いますが、じっくり読み込んだ人はほとんどい

ないのでは？　そうだとすれば大変もったいない

話です。

本稿では末尾に気象庁解説表から抜粋・一部改

変した表（以下「末尾表」）を掲載しました。以

下では末尾表の各欄の記述をもとに震度５強と対

比しながら震度６強のイメージを描いてみます

（末尾表では震度５強と震度６強の該当箇所に網

掛けしています）。

⑴　人の体感・行動－震度６強では立っているこ

とができず、はわないと動くことができない。

寝ている人は揺れに翻弄され起き上がることが

できない－

震度５強では恐怖感だけでなく物につかまら

ないと歩くことができませんが、震度６強では

立っていることができず、はわないと動くこと

ができない状況になります。なお、この欄の記

述は立っている人を念頭に置いていますが、就

寝中の人に置き換えて考えるともっと厳しい状

況が想像できます。おそらく、震度６強では大

半の人が「布団の中で翻弄され起き上がること

ができない」という状況に陥るものと思われま

す。

⑵　屋内の状況－震度６強では固定していない家

具のほとんどが移動し、倒れるものが多くなる。

就寝中であれば揺れで起き上がれない人の上に

家具が倒れかかる－

固定していない家具は震度５強でも倒れるこ

とがありますが、震度６強では様相が一変しま

す。寝室に固定していない家具がある場合、就

寝中の地震であれば「布団の中で翻弄されてい

る人々の上に家具が倒れかかる」といったイ

メージが浮かんでくるはずです。

特に、初期微動（本揺れ（＝主要動）の前に

来る小さな揺れ）の時間が短い直下タイプの地

震（震源が近い地震）に見舞われたときは、回

避する余裕時間はほとんどない（緊急地震速報

は間に合わない）ためきわめて厳しい状況に置

かれます。

⑶　屋外の状況－震度６強では壁のタイル・窓ガ

ラスの破損・落下や未補強のブロック塀の崩壊

により人的被害や道路閉塞が多発する－

震度５強では窓ガラスの破損・落下、未補強

のブロック塀の崩壊等は「（生じる）ことがあ

る」のに対し、震度６強では被害が激化し「（壁

のタイル・窓ガラスの破損・落下する建物が）

多くなる、（未補強のブロック塀の）ほとんど

が崩れる」と表現されています。その結果、見

出しのような事態の発生が懸念されます。

⑷　木造建物（住宅）－震度６強では耐震性の低

い木造建物（住宅）において「傾くものや倒れ

るものが多くなり、閉じ込め・生き埋め事案が

多発する可能性がある－

耐震性の低い木造建物（住宅）は、震度６強

では傾くものや倒れるものが多くなります。こ

のことは、閉じ込め・生き埋め事案が多発する

可能性があることを意味します。管内に耐震性

の低い木造建物（住宅）が多数存在する自治体

は注意が必要です。さらに、地震発生が在宅者

の多い夜間・早朝となった場合は、救出・救助

事案が多発する懸念が高まります。1995年１月

17日午前５時46分に発生した阪神・淡路大震災

ではこの危険性が現実になりました。

なお、震度５強では耐震性の低い木造建物

（住宅）であっても傾いたり倒れることは通常は

ない（耐震性の高い木造建物（住宅）であれば

震度６強でも同様）ことは知っておくべきです。
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⑸　鉄筋コンクリート造建物－震度６強では耐震

性の低い庁舎は使用不能となる可能性が高くな

る－

2016年４月16日１時25分（本震）に発生した

熊本地震では、市町村の本庁舎が大きな被害を

受けました。震度６強（本震）に見舞われた

宇土市本庁舎（1965年築）及び大津町本庁舎

（1969年築）は損壊し立ち入り禁止となりまし

た（※）。

（※）　齋藤泰：平成28年熊本地震において本庁舎

が被災した自治体の災害対応について、地域

防災データ総覧－平成28年熊本地震編－、（一

財）消防防災科学センター、p.45

なお、末尾表では割愛しましたが気象庁解説

表では以下の注意を促しています。

「体育館、屋内プールなど大規模空間を有す

る施設では、建物の柱、壁など構造自体に大き

な被害を生じない程度の地震動でも、天井等が

大きく揺れたりして、破損、脱落することがあ

る」

東日本大震災時には川崎市幸区（震度５強）

にある音楽ホールの吊り天井が大規模に落下し

ました。幸い当日は公演がなかったため人的被

害はありませんでした。

⑹　ライフライン－震度６強では広い地域でガ

ス・電気・水道の供給が停止し、影響は多方面

に及ぶ可能性－

震度５強では断水、停電が発生することがあ

りますが、震度６強では「広い地域」でガス・

電気・水道の供給が停止することがあるとして

います。つまり、震度６強ではガス・電気・水

道の供給停止という事象の発生は避けられず、

条件次第ではそれが「広い地域」に及ぶことも

ありうるということです。

ガスの供給停止は短期的には火災等の二次災

害の発生の防止上重要ですが、中長期的には調

理・採暖等の面で被災者を苦しめます。電気や

水の供給停止は人工呼吸器使用者、透析患者等

の災害弱者の生命を脅かすだけでなく、被災者

の生活の回復を妨げます。また、防災関係者に

とっても活動の大きな制約となります。たとえ

ば、水の供給停止は消火栓の使用不能を招き、

地震火災の延焼防止活動に困難を来たします。

⑺　地盤・斜面－震度６強では地盤・斜面の大き

な変状により、道路不通箇所の多発、中山間地

における孤立集落の発生等の危険性が高まる－

震度５強では道路の亀裂や液状化、斜面の落

石やがけ崩れ等の事象が「（生じる）ことがあ

る」といったレベルです。しかし、震度６強で

は（中小の亀裂の発生は当然として）地盤に大

きな地割れの可能性があるとしています。ま

た、直接の記述はありませんが、液状化により

地下水位の高い砂質地盤の道路では水の噴き出

し、噴砂、陥没、マンホールの浮き上がり、電

柱の沈下・傾斜等が発生するととらえるべきで

す。さらに、がけ崩れの多発により各所で道路

が閉塞されるとともに中山間地では集落の孤立

が懸念されます。加えて、大規模な地すべりや

山体の崩壊が発生した場合には被害は甚大にな

る恐れがあります。

⑻　まとめ

⑴～⑺は次の２点に要約できます。

①　震度６強では、対応するべき事案数が激増

する

②　震度６強では、皆さんの自治体の防災活動

環境・条件は極めて劣悪な状況に陥る

震度５強クラスでは特別な状況（東日本大

震災時の巨大津波、原発事故、超広域停電、

大規模広範囲液状化（例：浦安市）といった

状況）が発生しない限り、当初の混乱は避け

られないまでも早期に事態は収束するでしょ

う。
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しかし、震度６強の厳しさは震度５強のそれと

は次元が全く異なります。震度６強は「皆さんの

自治体の対応能力を超える事案数が発生し、活動

環境の悪化がそれに追い打ちをかける状況が生じ

る」レベルのものとしてイメージしておくことが

大切です。

なお、気象庁解説表の「文字」の説明だけでは

イメージを膨らませるには限界があります。イン

ターネット上には、阪神・淡路大震災、東日本大

震災等の地震災害時の映像が多数アップされてい

ます。それらを活用すればイメージはより正しく

豊かなものになります（百聞は一見に如かず）。

気象庁震度階級関連解説表（2009年３月31日改訂）（抜粋・一部改変） 

階 
級 

人の体
感・行動 

屋内の状況 屋外の状況 
木造建物（住宅） 

（注１） 

鉄筋コンクリート造
建物（注２） 

ライフライン 
地盤・
斜面 

4.5 
 
 
 
５
弱 
 
 
 
 

5.0 
 
 
 
５ 
強 
 
 
 
 
5.5 
 
 
 
６ 
弱 
 
 
 
 

6.0 
 
 
 

６ 
強 
 
 
 
 

6.5 
 
 
 
 

７ 

 

(注

３) 

大半の人
が恐怖を
覚え、物
につかま
りたいと
感じる。 

電灯などのつり
下げ物は大きく
揺れ、棚にある
食器類、書棚の
本が落ちること
がある。座りの
悪い置物の大半
が倒れる。固定
していない家具
が移動すること
があり、不安定
なものは倒れる
ことがある。 

まれに窓ガラ
スが割れて落
ちることがあ
る。電柱が揺
れるのがわか
る。道路に被
害が生じるこ
とがある。 

【耐震性低】 
壁などに軽微なひび
割れ・亀裂がみられ
ることがある。 

 安全装置のある
ガスメーター

（マイコンメー
ター）では震度
５程度以上の揺
れで遮断装置が
作動し、ガスの
供給を停止す
る。 
 
震度５弱程度以
上の揺れがあっ
た地域では、断
水、停電が発生
することがあ
る。 
 
震度５弱程度以
上の揺れがあっ
た場合、地震管
制装置付きのエ
レベーターは安
全のため自動停
止する。 

亀裂や液
状化が生
じること
がある。 
 
落石やが
け崩れが
発生する
ことがあ
る。 

大半の人
が物につ
かまらな
いと歩く
ことが難
しいな
ど、行動
に支障を
感じる。 

棚にある食器類
や書棚の本で、
落ちるものが多
くなる。テレビ
が台から落ちる
ことがある。固
定していない家
具が倒れること
がある。 

窓ガラスが割れ
て落ちることが
ある。補強され
ていないブロッ
ク塀が崩れるこ
とがある。据付
けが不十分な自
動販売機が倒れ
ることがある。
自動車の運転が
困難となり停止
する車もある。 

【耐震性低】 
壁などにひび割れ・
亀裂がみられること
がある。 

【耐震性低】 
壁、梁（はり）、柱など
の部材に、ひび割れ・亀
裂が入ることがある。 

立ってい
ることが
困難にな
る。 

固定していな
い家具の大半
が移動し、倒
れるものもあ
る。ドアが開
かなくなるこ
とがある。 

壁のタイルや
窓ガラスが破
損、落下する
ことがある。 

【耐震性低】 
壁などのひび割れ・
亀裂が多くなる。壁
などに大きなひび割
れ・亀裂が入ること
がある。瓦が落下し
たり、建物が傾いた
りすることがある。
倒れるものもある。 

【耐震性高】 
震度５弱の【耐震性
低】に同じ 

【耐震性低】 
壁、梁（はり）、柱な
どの部材に、ひび割
れ・亀裂が多くなる。 
 
 
 
 
 

【耐震性高】 
震度５強の【耐震性
低】に同じ 

震度６弱程度以

上の揺れがあっ

た場合、通信事

業者により災害

用伝言ダイヤル

や災害用伝言板

などの提供が行

われる。 

地割れが
生じるこ
とがあ
る。 
 
がけ崩れ
や地すべ
りが発生
すること
がある。 

立ってい
ることが
できず、
はわない
と動くこ
とができ
ない。 
 
揺れにほ
んろうさ
れ、動く
こともで
きず、飛
ばされる
こともあ
る。 

固定していな
い家具のほと
んどが移動
し、倒れるも
のが多くな
る。 

壁のタイルや
窓ガラスが破
損、落下する
建物が多くな
る。補強され
ていないブロ
ック塀のほと
ん ど が 崩 れ
る。 

【耐震性低】 
壁などに大きなひび
割れ・亀裂が入るも
のが多くなる。傾く
ものや、倒れるもの
が多くなる。 
 
 
【耐震性高】 

震度５強の【耐震性
低】に同じ 

【耐震性低】 
壁、梁（はり）、柱な
どの部材に、斜めやｘ
状のひび割れ・亀裂が
みられることがある。
１階あるいは中間階の
柱が崩れ倒れるものが
ある。 

【耐震性高】 
震度６弱の【耐震性
低】に同じ 

震度６強程度以

上の揺れとなる

地震があった場

合には、広い地

域で、ガス、水

道、電気の供給

が停止すること

がある。 

 

大きな地
割れが生
じること
がある。 
 
がけ崩れ
が 多 発
し、大規
模な地す
べりや山
体の崩壊
が発生す
ることが
ある。 

 

固定していな
い家具のほと
んどが移動し
たり倒れたり
し、飛ぶこと
もある。 

壁のタイルや
窓ガラスが破
損落下する建
物がさらに多
くなる。補強
されているブ
ロック塀も破
損するものが
ある。 

【耐震性低】 
傾くものや、倒れる
ものがさらに多くな
る。 
 
 
 
 
【耐震性高】 

壁などのひび割れ・
亀裂が多くなる。ま
れに傾くことがあ
る。 

【耐震性低】 
壁、梁（はり）、柱な
どの部材に、斜めやｘ
状のひび割れ・亀裂が
多くなる。 
１階あるいは中間階の
柱が崩れ、倒れるもの
が多くなる。 

【耐震性高】 
壁、梁（はり）、柱な
どの部材に、ひび割
れ・亀裂がさらに多く
なる。1階あるいは中間
階が変形し、まれに傾
くものがある。 

（注1）木造建物（住宅）の耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、概ね昭和56年（1981年）以前は耐震性が低
く、昭和57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅がある
ため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。 

（注2）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和56年（1981年）以前は耐
震性が低く、昭和57年（1982年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、立面的な耐震壁の配置に
より耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。 

（注 3）表１は震度０～４の５ランクを割愛。また、「階級」欄に記載されている「4.5、5.0、5.5、6.0、6.5」の数字は「計測
震度計で計測した震度」を意味する。ちなみに、計測震度が「6.0 以上 6.5 未満」が「震度６強」となる。 
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１　はじめに

本件は、ポータブル電源（400Ｗｈ）を充電中

に出火した事案である。本製品は、平成30年に製

造事業者によりリコールが実施されているが、令

和元年名古屋市内において、リコール対策前の製

品による出火が２件発生したため紹介する。

２　火災概要

⑴　１件目

ア　出火月　　令和元年10月　

イ　火災種別　建物火災

ウ　焼損程度　ぼや

⑵　２件目

ア　出火月　　令和元年11月

イ　火災種別　建物火災

ウ　焼損程度　ぼや

３　出火時の状況及び使用状況

⑴　１件目

事業所内ロッカー室で従業員がポータブル電

源の充電を開始し、その場を離れた。約12時間

後、破裂音により、別の従業員が、ポータブル

電源が燃えているのを発見し、粉末消火器３本

を使用して初期消火に成功している。

当該ポータブル電源は、事業所において、応

急作業用に１年に10回程度、約２年間使用して

いたものである。

⑵　２件目

併用住宅の事業所従業員がポータブル電源を

充電後に帰宅する。約18時間後に同建物居住者

が、破裂音と臭気によりポータブル電源が燃え

ているのを発見し、通報したもの。

当該ポータブル電源は、診療機器用の給電に

約２年間使用されていたものである。

３　焼損状況

１件目、２件目ともに、周囲の焼損は、ポータ

ブル電源から拡大した状況を呈しており、ポータ

ブル電源から出火したと判定し、鑑識を実施する。

◇火災原因調査シリーズ（100）

ポータブル電源の充電中に出火した事例

名古屋市消防局予防部予防課

写真１　１件目の周囲の状況

ポータブル電源 
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４　鑑識見分（１件目）

本事案は、製造事業者から現行モデルの同型品

（以下、「同型品」という。）を入手し、合同で見

分を実施する。

⑴　ＡＣアダプター

ＡＣアダプターから電源プラグまでのコード

に断線箇所が認められ、断線箇所のＡＣアダプ

ター側に表面が荒れた溶痕が認められる。

ＡＣアダプターは表面が焼きしているが、原

形は留めており、同型品と比較すると、大きさ

及びラベル表記が異なる。

ＡＣアダプターからポータブル電源側のコー

ドに断線及び溶痕は認められない。

⑵　ポータブル電源

ポータブル電源は、筐体は金属製、上部及び

底部は樹脂製であり、各部名称は図１に示すと

おりである。

ア　外観

上部の樹脂は溶融し、変形及び焼失が認め

られる。右側面に比べ左側面の焼失範囲が広

い。

筐体の左側面に穿孔が認められる。

写真２　２件目の周囲の状況

ポータブル電源が置かれたワゴン

写真３　ＡＣアダプター側の断線箇所の状況

写真４　ＡＣアダプターの同型品との比較

写真５　ポータブル電源前面の状況
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イ　内部

筐体内部は、基板とリチウムイオン電池が

区画され、収納されている。

基板は、一部の部品に脱落が認められるが、

大部分が残存している。基板に接続された配

線に溶痕は認められない。

ＡＣアダプターのプラグピンはＤＣ12Ｖ出

力ポートに接続されている。

① ハンドル

② ソーラー充電ポート

③ アダプター充電ポート

④ Ｖ自動車用ジャンプポート

⑤ メインパワーボタン

⑥ ＤＣパワーボタン

⑦ ＡＣパワーボタン

⑧ パワー ＯＮ ＯＦＦ表示ライト

⑨ ディスプレイ

⑩ ＵＳＢ出力ポート

⑪ ＤＣ Ｖ出力ポート

⑫ シガーライターソケット

⑬ ＡＣ出力ポート

前面

左側面

図１　ポータブル電源の各部名称

写真６　同型品の筐体内部の状況

写真７　基板の状況
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リチウムイオン電池は、48個のセルを接続

した組電池となっている。リチウムイオン電

池は全体に焼きし、複数のセルのリチウムイ

オン電池に穿孔が認められる。

５　鑑識見分（２件目）

１件目と同型品のため、構造等は省略する。

⑴　ＡＣアダプター

ＡＣアダプターに焼きはないが、ＡＣアダプ

ターから電源プラグまでのコードに断線箇所が

認められ、断線箇所に溶痕が認められる。

⑵　ポータブル電源

ア　外観

筐体上部及び底部の樹脂は大半が焼失し、

基板及びリチウムイオン電池が露出している。

ＡＣアダプターのプラグピン 

写真８　ＤＣ12Ｖ出力ポートの状況

写真９　リチウムイオン電池の状況

写真10　AC アダプターの状況

写真11　ポータブル電源上部の状況
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イ　内部

基板は全体に焼きし、一部焼失が認められ

るが、コンデンサに異常は認められない。基

板とＤＣ12Ｖ出力ポートを接続する配線は断

線しているが、溶痕はない。

ＤＣ12出力ポートにはＡＣアダプターのプ

ラグピンが接続されている。

リチウムイオン電池は全体に焼きし、複数

のセル穿孔が認められる。一部のリチウムイ

オン電池は内部が露出しており、セパレー

ターに炭化が認められる。

６　リコール情報

本製品は、ＤＣ12Ｖ出力ポートにＡＣアダプ

ターが接続可能な仕様であり、誤接続された際の

安全対策が施されていなかったため、当該製品に

付属するＡＣアダプターの無償交換が実施されて

いる。

７　検証

当該製品のリコール対策前のＡＣアダプター

（以下「対策前製品」という。）及びリコール対策

後のＡＣアダプター（以下、「対策後製品」とい

う。）をそれぞれ、アダプター充電ポート及びＤ

Ｃ12Ｖ出力ポートに接続させ、本体及びＡＣアダ

プターの通電状態を確認する。

⑴　コンセントへ接続

本体に接続しない状態では、対策前製品及び

対策後製品は、ともにＡＣアダプターのパイ

ロットランプは「緑」に点灯する。

写真12　ポータブル電源上部の状況

プラグピン 

写真13　基板の状況

写真14　ＤＣ12Ｖ出力ポートをＸ線撮影

写真15　内部が露出したリチウムイオン電池
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⑵　アダプター充電ポートへ接続

アダプター充電ポートへ接続すると、対策前

製品及び対策後製品は、ともにＡＣアダプター

のパイロットランプは「赤」に点灯する。本体

ディスプレイの充電状況を示す数値が表示され

る。

⑶　ＤＣ12Ｖ出力ポートへ接続

対策前製品をＤＣ12Ｖ出力ポートへ接続す

ると、ＡＣアダプターのパイロットランプは

「赤」に点灯し、充電状況は「000」の数値を示

す。

対策後製品をＤＣ12Ｖ出力ポートへ接続す

ると、ＡＣアダプターのパイロットランプは

「緑」に点灯し、充電状況は「000」の数値を示

す。

上記⑴～⑶から、本体に充電が開始されると、

パイロットランプは「赤」に点灯し、正規ポート

ではない場合の充電状況表示は「000」を示すと

考えられる。

８　結論

２件とも共通して、充電中に火災が発生してお

り、ＡＣアダプターがＤＣ12Ｖ出力ポートに接続

されている。

また、どちらのＡＣアダプターも対策前製品で

あり、検証結果から、対策前製品をＤＣ12Ｖ出力

ポートに接続した場合、本体に充電は開始される

と考えられる。

いずれも、基板側の焼損に比べリチウムイオン

電池側の焼損が強く、複数のリチウムイオン電池

に穿孔が認められる。

このことから、過充電防止の安全装置が設置さ

れていないＤＣ12Ｖ出力ポートにＡＣアダプター

を誤接続したことにより、リチウムイオン電池が

過充電状態となり、リチウムイオン電池の電解質

が噴出し出火に至ったものと結論付ける。

９　終わりに

本製品は、複数回の火災事案が発生しており、

製造事業者がリコールを実施している。本事案は、

その１年経過後に発生した事案である。

リコールが実施されていても、その改善が施さ

れていない未対策製品は存在することから、過去

の火災調査結果から得られた情報を広く啓発し、

注意喚起することで、火災に至る可能性のあるも

のを排除することの重要性を実感させられた。

今後、様々な機会を通じて、より分かり易く、

伝わり易い火災予防広報に努めたい。

パイロットランプ 充電状況 

写真16　パイロットランプ及び充電状況表示
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〇　令和２年７月３日から８日にかけて、活動が

非常に活発な梅雨前線が九州から東日本に停滞

していた。この影響で西日本や東日本で大雨と

なり、特に九州では４日から７日かけて記録的

な大雨が降った。

その後も前線は本州付近に停滞し、西日本か

ら東北地方の広い範囲で雨の日が多くなり、 13 

日から14日にかけては中国地方を中心に、26 

日から29日にかけては東北地方を中心に大雨と

なった。気象庁は７月９日に「令和2年7月豪

雨」と命名した。

本号の特集では、「令和２年７月豪雨」を取

り上げました。

○　令和２年７月豪雨では、線状降水帯が九州

で多数発生、九州各地で洪水が発生し、多く

の方々が犠牲になった。特に熊本県では、65

人が犠牲になり、うち53名（81.5％）が溺死者

（溺死の疑いを含む。）であった（熊本県資料

2020.8.31）。

気象庁から大雨特別警報が出されたのは７月

４日の未明（４時50分）、その直後に球磨川が

氾濫したとあります。大雨の原因となった線状

降水帯は、正確な予測は困難ということですが、

特別警報の対象となるような気象状況が予想さ

れる場合は、事前に大雨の危険情報があれば、

避難スイッチが入りやすいのではないでしょう

か。

〇　「防災テック」防災とテクノロジーの合成語

で、過去のデータに頼るのでなく、多くのリア

ルタイムのデータを人工知能（ＡＩ）と組み合

わせ被害予測などをする新しい防災技術です。

主な「防災テック」として「豪雨災害などを

予測」、「建物の被害リスク」、「山火事を数分

で検知」、「山火事の発生リスクを地図上に表

示」、「津波の大きさや被害予測を瞬時に把握

（日本）」、「ハザードマップを精緻に再構成（日

本）」などが紹介されております（日経）。頻発

する自然災害への１日でも早い活用を期待した

い。

編　集　後　記

〔本誌から転載される場合にはご連絡願います。〕
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